
1）調査項目  

ア．高齢者本人への調査項目  

①虐待の種類や程度   

②虐待の事実と経過   

③高齢者の安全確認と身体・精神・生活状況等の把握  

・安全確認‥・関わりのある養介護施設従事者等（虐待を行ったと疑われる職  

員は除く）の協力を得ながら、面会その他の方法で確課する。  

特に、緊急保護の要否を判断する上で高齢者の心身の状況を直  

接観察することが有効であるため、基本的には面接によって確  
認を行う。  

・身体状況‥・傷害部位及びその状況を具体的に記録する。  

・精神状態・・・虐待による精神的な影響が表情や行動に表れている可能性があ  

るため、高齢者の様子を記録する。  

・生活環境‥・高齢者が生活している居室等の生活環境を記録する。   

④サービス利用状況   

⑤高齢者の生活状況等  

（参その他必要事項  

イ．養介護施設・養介護事業所への調査項目例  

①当該高齢者に対するサービス提供状況   

②虐待を行った疑いのある職員の勤務状況等   

③通報等の内容に係る事実確認、状況の説明   

④職員の勤務体制  

（9その他必要事項  

2）調査を行う際の留意事項  

○複数職員による訪問調査   

訪問調査を行う場合には、客観性を高めるため、原則として2人以上の職員で  

訪問するようにします。  

○医療職の立ち会い   

通報等の内容から高齢者本人への医療の必要性が疑われる場合には、訪問した  

ときに的確に判断し迅速な対応がとれるよう、医療職が訪問調査に立ち会うこと  

が望まれます。  
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○高齢者、養介護施設・養介護事業所への十分な説明   

調査にあたっては、高齢者及び養介護施設・養介護事業所に対して次の事項を  

説明し理解を得ることが必要です。  

・訪問の目的について  

・職務について・・・・・ ・担当職貞の職務と守秘義務に関する説明  

・調査事項について…・調査する内容と必要性に関する鋭明  

・高齢者の権利について・・高齢者の尊厳の保持は基本的人権であり、老人福祉  

法や介護保険法、高齢者虐待防止法などで保障され  

ていること、それを擁護するために市町村がとり得  

る措置に関する説明  

○高齢者や養介護施設従事者等の権利、プライバシーへの配慮   

調査にあたっては、高齢者や養介護施設従事者等の権利やプライバシー を侵す  

ことがないよう十分な配慮が必要です。  

3）調査報告の作成   

虐待を受けたと思われる高齢者、虐待を行った疑いのある養介護施設従事者等、  

所属する養介護施設・養介護事業所に対する調査を終えた後、調査報告書を作成し  

て管理職の確認をとります。   

ここで、高齢者虐待の疑いが認められない事例に対しては、苦情処理窓口等の適  

切な対応窓口につなぎ、通報等への対応を終了します。  

4）個別ケース会議の開催   

調査の結果、養介護施設従事者等による高齢者虐待が疑われる場合には、個別ケ  

ース会議を開催して事例検討を行うとともに、虐待の事実についての確認を行いま  

す。   

養介護施設従事者等による高齢者虐待の事実が確認できた場合には、高齢者本人  

や養介護施設・養介護事業所への対応方針等を協鼓します。  
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3．2 市町村から都道府県への報告   

高齢者虐待防止法では、養介護施設従事者等による高齢者虐待に関する通報等を受  

けた場合、市町村は虐待に関する事項を都道府県に報告しなければなりません（第22  

条）。ただし、通報等で寄せられる情報には、苦情処理窓口で対応すべき内容や過失  

による事故等、虐待事例以外の様々なものも含まれると考えられます。   

そのため、都道府県に報告する情報は、養介護施設従事者等による高齢者虐待の事  

実が確認セきた事例のみとし、毎月定期的に報告することを基本とします。  

ただし、3．1において述べたとおり、養介護施設・養介護事業所が調査に協力し  

ない場合等、都道府県と市町村が共同で調査を行うべきと判断される場合には、高齢  

者虐待の事実が確認できていなくとも市町村から都道府県へ報告することが必要と  

なりますので、その場合には、随時報告することとなります。   

また、悪質なケース等で、都道府県による迅速な権限発動が求められる場合には、  

定期的な報告を待たずに市町村から都道府県に報告することも必要です。  

都道府県に報告すべき事項（厚生労働省令で規定）  

①虐待の事実が罪められた養介護施設・養介護事業者の情報   

（名称、所在地、サービス種別）  

②虐待を受けた高齢者の状況   

（性別、年齢、要介護度その他の心身の状況）  

③確認できた虐待の状況（虐待の種別、内容、発生要因）  

④虐待を行った養介護施設等従事者の氏名、生年月日及び職種  

⑤市町村が行った対応  

⑥虐待を行った施設・事業所において改善措置が行われている場合にはその内容  

【報告様式は次ページ】  
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養介護施設従事者等による高齢者虐待について（報告）   

本件は、当市町村において事実確認を行った事案  

口 養介護施設従業者等による高齢者虐待の事実が認められた事案である。   

□ 特に、 

事案である。  

ロ 更に都道府県と共同して事実の確認を行う必要がある事案である。  

1
ノ
ノ
・
 
 

（注）（※）印の項目については、不明の場合には記載しなくてもよい。  

1養介護施設等の名称、所在地及びサービス種別  

2 養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けた又は受けたと思われる高齢者の性別、  

年齢階級及び要介護度その他の心身の状況  

性  別   男・車   年齢階級※  

要支援 1 2  
要介護度等 要介護1 皇 3 4 5  

その他   

心身の状況  

※ 核当する番号を記載すること  

165～69歳  2 70～74歳  3 75～79歳  
5 85～朗歳  6 90～94歳  7 95～99歳  

3 虐待の種別、内容及び発生要囲  

4 80～84歳  

8 100歳以上  

身体的虐待  介護・世話の放棄・放任  

虐待の種別  心理的虐待  性的虐待  経済的虐待  

その他（  ）   

虐待の内容  

発生要因  
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4 虐待を行った養介護施設従事者等の氏名、生年月日及び職種  

生年月日（※）  氏 名（※）   

（資格を有する者についてはその資格及び職名を、その他の者については職名及び職務内容を記載す  

ること）  

5 市町村が行った対応  

□ 施設等に対する指導  

□ 施設等からの改善計画の提出依頼  

□ 虐待を行った養介護施設従事者への注意・指導  

□ （主として地域・密着型サービスについて）介護保険法の規定に基づく勧告・命令一  

処分  

ロ その他（具体的に記載すること）  

「   1  

6 虐待を行った養介護施設等において改善措置が行われている場合にはその内容  

ロ 施設等からの改善計画の提出  

□ 介護保険法の規定に基づく勧告・命令等への対応  

□ その他（具体的に記載すること）   

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律第22条第1項の規定  
に基づき、上記の通り報告する。  

平成  年  月  日  

000 都道府県（担当課名）  

市町村  

長 印  
市長村長名  
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3．3 都道府県による事実の確認   

市町村からの報告を受けた都道府県は、市町村によって高齢者虐待の事実確認がで  

きていないとき、報告に係る養介護施設・蓑介護事業所に対して、事実確認のための  

調査を実施します。   

調査の際には、当該養介護施設・養介護事業所の所在する市町村に調査への同行を  

依頼したりするなど連携して対応します。  
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4 老人福祉法及び介護保険法の規定による権限の行使   

高齢者虐待防止法では、高齢者虐待の防止と虐待を受けた高齢者の保護を図るため、  

市町村又は都道府県は、老人福祉法及び介護保険法に規定された権限を適切に行使し、  

対応を図ることが明記されています（第24条）。   

養介護施設従事者等による高齢者虐待が強く疑われる場合には、当該施設から報告  

徴収を受けて事実を確認し、高齢者虐待が認められた場合には、市町村又は都道府県  

は、指導を行い改善を図るようにします。   

改善指導の例としては、虐待防止改善計画の作成や第三者による虐待防止委員会の  

設置を求め、改善計画に沿って事業が行われているかどうかを第三者委員が定期的に  

チェックし継続的に関与したり、当該事業所又は第三者委員から定期的に報告を受け、  

必要に応じて当該事業所に対する指導や助言を行う、などの対応が考えられます。   

指導に従わない場合には、別表に掲げる老人福祉法及び介護保険法に基づく勧告・  

命令、指定の取消し処分などの権限を適切に行使することにより、高齢者の保護を図  

ります。  
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【別表】老人福祉法・介護保険故による権限規定  

老人居宅生活支援事業者、老人デイサービスセンター、老人短期  
入所施設、老人介護支援センター設置者、養護老人ホーム・特別  

養護老人ホームの施設長に対する報告徴収・立入検査等  
認知症対応型老人共同生活援助事業者に対する改善命令  

老人居宅生活支援事業者、老人デイサービスセンター、老人短期  
入所施設、老人介護支援センター設置者に対する事業制限・停止  

命令  
養護老人ホーム・特別養護老人ホーム設置者に対する事業停廃止  

命食ミ＿靂可取粗……＿……‥．………．……………＿…………  
有料老人ホーム設置者等に対する報告徴収・立入検査等  

都道府県知事  第18条  

老
人
福
祉
法
 
 

都道府県知事  第18条の2  

都道府県知事  第19粂  

都道府県知事  第29粂  
ノゝ ‾丁】  ホーム  

であった  
第76粂  

者）‥旦；屋t丈患部点徴収∴塵A挽査鷺．．．…＿．‥＿．．＿い＿…．＿  

指定居宅サービス事業者に対する勧告・公表・措置命令   都道府県知事  第76粂の2  

措定居宅サービス事業者の指定取消・措定の効力停止  
措定姑域薗讃塾ずごぎ文革業者等■て事業者であぢた著二●礎菜箸モ  

あ」2た煮1．長…牡する塵告徴収∴立入捜査翼…＿．…．＿…＿……‥＿＿  

指定地域密着型サービス事業者に対する勧告・公表・措置命令  

都道府県知事  第77粂  

市町村長   

市町村長   

市町村長  

第78条の6  

第78条の8  

指定地域密着サービス事業者の指定取消・指定の効力停止  
指定居宅介護支援事業者等（事業者であった者、従業者であった  

者）‥と；腰丈包幸臨徴収∴塵ム鰯査鷺．……．………………．＿…．  

指定居宅介護支援事業者に対する勧告・公表・措置命令  

第78粂の9  

都道府県知事  
第83条  

都道府県知事  第83粂の2  

指定居宅介護支援事業者の指定取消・指定の効力停止  
‾‾  

措定芥謹老犬福髄施蘭蘭覇者等頂汝高貴∵従業者軍あぢた著ヲ  

に封生息報羞徴収∴．立入挨査隻＿…．．…．…．＿…＿…1………＿．＿＿  

指定介護老人福祉施設開設者に対する勧告・公表・措置命令  

都道府県知事  第84粂  

第90条  
市町封最  

都道府県知事  第91粂の2  

指定介護老人福祉施設の指定取消・指定の効力停止  都道府県知事  第92粂  

介
護
保
険
法
 
 

介護老人保健施設の開設者等に対する報告徴収・立入検査等  第100条  
市取付最  

介護老人保健施設の開設者に対する勧告・公表・措置命令  都道府県知事  第103粂  

介護老人保健施設の許可取消・許可の効力停止  
措定介護東嶺塾薗療聴巌砺蘭蘭書専た葡す石蕗蓄薇板●ニ盲犬襟首  

専．．＿…………．………．……．……‖…………………．……‖  

指定介護療養型医療施設の開設者に対する勧告・公表・措置命令  

都道府県知事  第104粂  

第112条  

都道府県知事  第113条の2  

指定介護療養型医療施設の指定取消・指定の効力停止  
措定芥護手簡草二ど文事業者等－て草葉著モ嵩ち官署、‥葎業詐‘  

あヱた煮立＿長誠二孟親告腰収∴重ム捜査等∴…………‖……＿．  

指定介護予防サービス事業者に対する勧告・公表・措置命令  

都道府県知事  第114条  

第115条の6  
而町村長  

都道府県知事  第115粂の7  

指定介護予防サーマス事業者の指定取消・指定の効力停止  

措定姑域蓉著塾芥護亨防ずごビス嘗葉著嘗て事業者であぢた著二‖  

A  
鮮麗鮎辞妨誓至讐欝‰詑窓要撃嶺－ニ儲希・   

‾  
蕗青垣域盛者塾芥節防ずござ文革菜箸硝達葡紺ニ籍膏あ葡方  

・・  

介護粥瑚鞘粥博締輔ちだ訂硝詐あぢた  

者）‥に封丈る却農徴収∴立入検査等…………．…………＿＿＿…．＿  

指定介護予防支援事業者に対する勧告・公表・措置命令  

都道府県知事  第115条の8  

市町村長   

市町村長  

第115条の15  

第115条の16  

市町村長   

市町村長   

市町村長  

第115条の17  

第115粂の24  

第115条の25  

指定介護予防支援事業者の指定取消・指定の効力停止  市町村長  第115粂の26  
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5 養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況の公表  

高齢者虐待防ヰ法においては、都道府県知事は、毎年度、養介護施設従事者等によ  

る高齢者虐待の状況、養介護施設従事者等による高齢者虐待があった場合にとった措  

置その他厚生労働省令で定める事項を公表するものとすることとされています（第25  

条）。   

この公表制度を設けた趣旨は、各都道府県において、養介護施設従事者等による高  

齢者虐待の状況を定期的かつ的確に把握し、各都道府県・市町村における高齢者虐待  

の防止に向けた取組に反映していくを着実に進めることを目的とするものであり、高  

齢者虐待を行った養介護施設・養介護事業所名を公表することによりこれらの施設等  

に対して制裁を与えることを目的とするものではありません（ただし、高齢者虐待等  

により、介護保険事業所としての指定取消が行われた場合には、介護保険法に基づき  

その旨を公示します）。   

こうした点に留意しつつ、運用することが必要です。  

公表の対象となる養介護施設・養介護事業所は、市町村又は都道府県が事実確認を  

行った結果、実際に高齢者虐待が行われていたと認められた事例です。具体的には、  

次のようなものが考えられます。  

① 市町村による事実確認の結果、高齢者虐待が行われていたと認められるものとし   

て、都道府県に報告された事例  

② 市町村及び都道府県（市町村と共同で行う場合を含む。）が共同で事実確認を行   

った結果、高齢者虐待が行われていたと認められた事例  

③ 市町村からの報告を受け、改めて都道府県で事実確認を行った結果、高齢者虐待   

が行われていたと認められた事例  

上記の事例を対象とし、次の項目について集計した上で、公表します。  

都道府県が公表する項目  

①高齢者虐待の状況  

・被虐待者の状況（性別、年齢階級、心身の状態優 等）  

・高齢者虐待の類型（身体的虐待、介護。世話の放棄・放任、，心理的虐  

待、性的虐待、経済的虐待）  

②高齢者虐待に対して取った措置  

③その他の事項（厚生労働省令で規定（今後公布予定））   

・施設・事業所の種別類型  

・虐待を行った養介護施設従事者等の職種  
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6 身体拘束に対する考え方   

平成12年の介護保険制度の施行時から、介護保険施設などにおいて、高齢者をベ  

ッドや車いすに縛りつけるなど身体の自由を奪う身体拘束は、介護保険施設の運営基  

準において、サービスの提供に当たっては、入所者の「生命又は身体を保護するため  

緊急やむを得ない場合を除き」身体拘束を行ってはならないとされており、原則とし  

て禁止されています。   

身体拘束は、医療や介護の現場では援助技術のひとつとして安全を確保する観点か  

らやむを得ないものとして行われてきた経緯がありますが、これらの行為は、高齢者  

に不安や怒り、屈辱、あきらめといった大きな精神的な苦痛を与えるとともに、関節  

の拘縮や筋力の低下など高齢者の身体的な機能をも奪ってしまう危険性もあります。  

また、拘束されている高齢者を見た家族にも混乱や苦悩、後悔を与えている実態があ  

ります。   

高齢者が、他者からの不適切な扱いにより権利を侵害される状態や生命、健康、生  

活が損なわれるような状態に置かれることは許されるものではなく、身体拘束は原則  

としてすべて高齢者虐待に該当する行為と考えられます。   

ただし、高齢者本人や他の利用者の生命又は身体が危険にさらされる場合など、「身  

体拘束ゼロヘの手引き」（厚生労働省 身体拘束ゼロ作戦推進会議編）において「緊  

急やむを得ない場合」とされているものについては、例外的に高齢者虐待にも該当し  

ないと考えられます。   

身体拘束については、運営基準に則って運用することが基本となります。  

身体拘束の具体例  

（∋排御しないように、車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。  

②転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。  

③自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）で囲む。  

④点滴・経菅栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。  

⑤点滴・経菅栄養等のチューブを抜かないように、又は皮膚をかきむしらないように、   

手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける。  

⑥幸いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Y字型抑制帯や腰   

ベルト、車いすテーブルをつける。  

⑦立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用する。  

⑧脱衣やおむつはずしを制限するた捌こ、介護衣（つなぎ服）を着せる。  

⑨他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。  

⑩行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。  

⑪自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。  

出典：「身体拘束ゼロヘの手引き」（平成13年3月：厚生労働省「身体拘束ゼロ作戦推進会議」発行）  
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「緊急やむを得ない場合」に該当する3要件（すべて満たすことが必要）  

○切迫性：利用者本人または他の利用者の生命または身体が危険にさらされる可能  

性が著しく高い場合  

○非代替性：身体拘束以外に代替する介護方法がないこと  

○一時性：身体拘束は一時的なものであること  

※留意事項  

・「緊急やむを得ない場合」の判断は、担当の職員個人又はチームで行うのではなく、  

施設全体で判断することが必要である。  

・また、身体拘束の内容、目的、時間、期間などを高齢者本人や家族に対して十分に  

説明し、理解を求めることが必要である。  

・なお、介護保険サービス提供者には、身体拘束に関する記録の作成が義務づけられ   

ている。  
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7 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止   

1）管理職・職員の研修、資質向上  

養介護施設従事者等による高齢者虐待を防止するためには、ケアの技術や虐待に対  

する研修によって職員自らが意識を高め、実践につなげることが重要です。   

養介護施設・養介護事業所において、定期的にケア技術向上や高齢者虐待に関する  

研修の実施を依頼するとともに、市町村や都道府県でも研修等の機会を設け、養介護  
施設従事者等の資質を向上させるための取組が期待されます。   

また、養介護施設従事者等による高齢者虐待防止には、実際にケアにあたる職員の  

みでなく管理職も含めた事業所全体での取組が重要です。管理職が中心となってサー  

ビス向上にむけた取組が期待されます。  

2）個別ケアの推進  

孝介護施設には数多くの高齢者が生活しているため、業務をこなすためには流れ作  

業的なケアを実施せざるを得ない状況があります。このような状況の中で、身体拘束  

や心理的虐待と考えられる事態が発生しており、また従事する職員にも士気が低下す  

るなどの影響があると考えられます。   
このような反省からユニットケアの導入が進められてきました。入所している高齢  

者一人ひとり 

施設には求められています。高齢者の尊厳を尊重するという視点から、入所している  

高齢者一人ひとりに対して個別的なケアを実践することが重要です。  

3）情報公開  

養介護施設は、入所している高齢者の住まいであるため、外部からの目が届きにく  

い面があります。しかし、地域の住民やボランティアなど多くの人が施設に関わるこ  

とは、職員の意識にも影響を及ぼすと考えられます。   

また、サ＋ビス評価（自己評価、第三者評価など）の導入も積極的に検討すること  

が大切です。  

4）苦情処理体制  

高齢者虐待防止法では、養介護施設・養介護事業所に対してサービスを利用してい  

る高齢者やその家族からの苦情を処理する体制を整備することが規定されています  

（第20条）。  

養介護施設・養介護事業所においては、苦情相談窓口を開設するなど苦情処理のた  

めに必要な措置を講ずべきことが運営基準等に規定されており、各施設・事業所での  

対応が図られていますが、サービスの質を向上させるため、利用者等に継続して相談  

窓口の周知を図り、苦情処理のための取組を効呆的なものとしていくことも大切です。  
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高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に  

関する法律（平成17年11月9日法律第124号）の概要  

1．定 義  

（1）高齢者の定義  

この法律において「高齢者」とは、65歳以上の者をいう。  

（2）高齢者虐待の定義  

この法律において「高齢者虐待」とは、家庭における養護者又は施設等の  

職員による次に掲げる類型の虐待をいう。  

①身体的虐待（暴行）  

②養護を著しく怠ること（ネグレクト）  

③心理的虐待（著しい心理的外傷を与える言動）  

④性的虐待  

⑤経済的虐待（財産の不当処分、不当に財産上の利益を得ること）  

漣担ナる養筆者lこよる高齢者虐待へ鱒対応（別却＝参照）  

：1）市町村への通報等  

高齢者虐待を発見した者は、  

①高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合には、市町村に通  

報しなければならない。  

②上記①以外の場合は、市町村に通報するよう努めなければならない。  

※虐待を受けた本人が市町村に届け出ることも可能。  

（2）市町村の対応   

① 高齢者及び養護者に対する相談、指導、助言を行う。   

② 通報があった場合の事実確認のための措置を講ずる。   

③ 高齢者の保護のため、生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあ  

ると認められる高齢者を一時的に保護するため迅速に施設へ入所させる等、  

適切に老人福祉法による保護のための措置を講ずる。   

④ ③の措置を採るために必要な居室を確保するために必要な措置を講ずる。   

⑤ 高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は、立入調査をする  

ことができる。立入調査を行うに当たって、所管の警察署長に援助を求める  

ことができる。  
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（3）養護者に対する支援   

① 市町村は、養護者の負担の軽減のため、養護者に対する相談、指導及び助  

言その他必要な措置を講ずるものとする。   

② 市町村は、①の措置として、養護者の心身の状態に照らしその養護の負担  

の軽減を図るため緊急の必要があると認める場合に高齢者が短期間養護を受  

けるために必要となる居室を確保するための措置を講ずるものとする。  

（4）連携協力体制の整備等   

① 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止等の適切な実施のため、地域包  

括支援センター等との連携協力体制を整備しなければならない。   

② 市町村は、ア）相談、指導、助言、イ）通報の受理、ウ）事実の確認のた  

めの措置、エ）養護者に対する支援、の事務を地域包括支援センター等に委  

託することができる。  

3．施設等の職員による高齢者虐待への対応（別紙2参照）  

（1）市町村への通報等   

（D 施設等の職員は、業務に従事している施設等で虐待を受けた高齢者を発見  

した場合は、市町村に通報しなければならない。   

② ①以外の場合は、  

ア）高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じ七いる場合は、市町村に通報  

しなければならない。  

イ）上記ア）以外の場合は、市町村に通報するよう努めなければならない。  

※虐待を受けた本人が市町村に届け出ることも可能。  

※虚偽・過失による通報は保護されない。  

（2）都道府県への報告  

市町村は、（1）による通報を受けた場合は、厚生労働省令で定める事項を   

都道府県に報告するものとする。   
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l  

l  

：○厚生労働省令（平成18年3月31日厚生労働省令第94号） I  

… ①施設・事業所の名称、所在地、種別  
t  

： ②虐待を受けた高齢者の性別、年齢、要介護状態等、心身の状況  

；－③虐待の種別、内容及び発生要因  
l  

： ④虐待を行った従事者等の氏名、生年月日及び職種  

； ⑤市町村が行った対応  

l ： ⑥施設・事業所における改善措置状況  
l  

l  
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（3）市町村長又は都道府県知事の対応  

市町村長又は都道府県知事は、（1）による通報又は（2）による報告を受   

けた場合は、適切に老人福祉法又は介護保険法による監督権限を行使するもの   

とする。  

1  

1  

1  

寸  

：○介護保険法等による監督権限の行使 l  

l 報告徴収、立入調査、勧告・公表、措置命令・公示、指定取消等・公：  

示など   

（4）都道府県知事による公表（年次報告）  

都道府県知事は、毎年度、施設・事業者による高齢者虐待の状況等について   

厚生労働省令で定一める事項を公表する。  

I  

I 

1  

1   

：○厚生労働省令で定める予定としている事項  
l  

①虐待の状況  

・被虐待者の状況（性別、年齢階級、心身の状態等）  

・虐待の類型  

②虐待に対してとった措置  

③虐待を行った施設等のサービス種別  

①虐待を行った従事者等の職種  

一 一 － － － ■■■■ 一■ 一 －一 一一 一－ ▼－ ▼－ 一 一－▲－ － － － － － － ■－ － － 一・一 一一－ － －一 － －－ － －■－ ▲－ －－l－ －・－・－・一 一一 ■－ －■ 一・－ ■ ■ ■ ■ ■■ 一 一■ 一 ■ ■ ■ ■■ ■ ■ ■ ■■ － ■ － ● ■ ■ ■  

4．施行型月 

平成18年4月1日  

5㌧検討規定  

（1）高齢者以外の者であって精神上又は身体上の理由により養護を必要とするも   

のに対する虐待防止等のための制度については、速やかに検討が加えられ、そ   

の結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。（附則第2項）  

（2）高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための制度については、この法   

律の施行後3年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えら   

れ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。（附則第3項）  
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（市町村における事務の流れ）  
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重介護施設従事者等臆よる高齢者虐待への具体的な対応  
（市町村。都道府県における事務の流れ）  

府
 
県
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○高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律  

（平成十七年十一月九日法律第百二十四号）  

第一章 総 則（第一条一第五条）  

第二章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等（第六条一第十九条）  

第三章 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等（第二十条一第二十五条）  

第四章 雑 則（第二十六条一第二十八条）  

第玉章 罰 則（第二十九条・第三十条）  

附 則  

第→草 総則  

（目的）  

第一条 この牡律は、高齢者に対する虐待が深刻な状況にあり、高齢者の尊厳の保持にと   

って高齢者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等にかんがみ、高齢者   

虐待の防止等に関する国等の責務、高齢者虐待を受けた高齢者に対する保護のための措   

置、養護者の負担の軽減を図ること等の養護者に対する養護者による高齢者虐待の防止   

に資する支援（以下「養護者に対する支援」という。）のための措置等を定めることに   

より、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって高齢者   

の権利利益の擁護に資することを目的とする。  

（定義）  

第二条 この法律において「高齢者」とは、六十五歳以上の者をいう。  

2 こめ法律において「養護者」とは、高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事   

者等（第五項第一号の施設の業務に従事する者及び同項第二号の事業において業務に従   

事する者をいう。以下同じ。）以外のものをいう。  

3 この法律において「高齢者虐待」とは、養護者による高齢者虐待及び養介護施設従事   

者等による高齢者虐待をいう。  

4 この法律において「養護者による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為を   

いう。   

一 養護者がその養護する高齢者について行う次に掲げる行為   

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること0   

日 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、儀護者以外の同居人に  

よるイ、ハ又はこに掲げる行為と同様の行為の放置等養護を著しく怠ること。   

ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理  

的外傷を与える言動を行うこと。   

ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせるこ  
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と。   

二 養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢   

者から不当に財産上の利益を得ること。  

5 この法律において「養介護施設従事者等による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該   

当する行為をいう。  

一 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の三に規定する老人福祉施設   

若しくは同法第二十九条第一項に規定する有料老人ホーム又は介護保険睦（平成九年   

法律第百二十三号）第八条第二十項に規定する地域密着型介護老人福祉施設、同条第   

二十四項に規定する介護老人福祉施設、同条第二十五項に規定する介護老人保健施設   

、同条第二十六項に規定する介護療養型医療施設若しくは同法第百十五条の三十九第   

一項に規定する地域包括支援センター（以下「養介護施設」という。）の業務に従事   

する者が、当該養介護施設に入所し、その他当該養介護施設を利用する高齢者につい   

て行う次に掲げる行為   

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。   

ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者を養護す  

べき職務上の義務を著しく怠ること。   

ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理  

的外傷を与える言動を行うこと。   

ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせるこ  

と。   

ホ 高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を  

得ること。   

二 老人福祉法第五条の二第一項に規定する老人居宅生活支援事業又は介護保険法第  

八条第一項に規定する居宅サービス事業、同条第十四項に規定する地域密着型サー  

ビス事業、同条第二十一項に規定する居宅介護支援事業、同法第八条の二第一項に  

規定する介護予防サービス事業、同条第十四項に規定する地域密着型介護予防サー  

ビス事業若しくは同条第十八項に規定する介護予防支援事業（以下「養介護事業」  

という。）において業務に従事する者が、当該養介護事業に係るサービスの提供を  

受ける高齢者について行う前号イからホまでに掲げる行為  

（国及び地方公共団体の責務等）  

第三条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速か   

つ適切な保護及び適切な衰護者に対する支援を行うため、関係省庁相互間その他関係機   

関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必要な体制の整備に努めなけ   

ればならない。  

2 国及び地方公共団体は∴高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並び  
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に養護者に対する支援が専門的知識に基づき適切に行われるよう、これらの職務に携わ   

る専門的な人材の確保及び資質の向上を図るため、関係機関の職員の研修等必要な措置   

を講ずるよう努めなければならない。  

3 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護に資   

するため、高齢者虐待に係る通報義務、人権侵犯事件に係る救済制度等について必要な   

広報その他の啓発活動を行うものとする。  

（国民の責務）  

第四条 国民は、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等の重要性に関する理解を深め   

るとともに、国又は地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等の   

ための施策に協力するよう努めなければならない。  

（高齢者虐待の早期発見等）  

第五条 養介護施設、病院、保健所その他高齢者の福祉に業務上関係のある団体及び養介   

護施設従事者等、医師、保健師、弁護士その他高齢者の福祉に職務上関係のある者は、   

高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなけ   

ればならない。  

2 前項に規定する者は、国及び地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止のための啓発活   

動及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護のための施策に協力するよう努めなければなら   

ない。  

第二章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等  

（相談、指導及び助言）  

第六条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止及び養護者による高齢者虐待を受けた   

高齢者の保護のため、高齢者及び養護者に対して、相談、指導及び助言を行うものとす   

る。  

（養護者による高齢者虐待に係る通報等）  

第七条 養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、当該高齢者   

の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は、速やかに、これを市町村に通報しな   

ければならない。  

2 前項に定める場合のほか、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見   

した者は、速やかに、これを市町村に通報するよう努めなければならない。  

3 刑法（醜治四十年法律麗四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法   

律の規定は、前二項の規定による通報をすることを妨げるものと解釈してはならない。  

第八条 市町村が前条第一項若しくは第二項の規定による通報又は次条第一項に規定する   

届出を受けた場合においては、当該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上  

－9－   



知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならな   

い。  

（通報等を受けた場合の措置）  

第九条 市町村は、第七条第鵬項若しくは第二項の規定による通報又は高齢者からの養護   

者による高齢者虐待を受けた旨の届出を受けたときは、速やかに、当該高齢者の安全の   

確認その他当該通報又は届出に係る事実の確認のための措置を講ずるとともに、第十六   

条の規定により当該市町村と連携協力する者（以下「高齢者虐待対応協力者」という。  

）とその対応について協議を行うものとするこ  

2 市町村又は市町村長畔、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は前項に規   

定する届出があった場合には、当該通報又は届出に係る高齢者に対する養護者による高   

齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護が図られるよう、養護者による高齢者虐待により   

生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる高齢者を一時的に保   

護するため迅速に老人福祉法第二十条の三に規定する老人短期入所施設等に入所させる   

等、適切に、同法第十条の四第一項若しくは第十一条第一項の規定による措置を簿じ、   

又は、適切に、同法第三十二条の規定により審判の請求をするものとする。  

（居室の確保）  

第十条 市町村は、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第十条の   

四第一項第三号又は第十一条第一項第一号若しくは第二号の規定による措置を採るため   

に必要な居室を確保するための措置を詫ずるものとする。  

（立入調査）  

第十一条 市町村長は、養護者による高齢者虐待により高齢者の生命又は身体に重大な危   

険が生じているおそれがあると認めるときは、介護保険法第百十五条の三十九第二項の   

規定により設置する地域包括支援センターの職員その他の高齢者の福祉に関する事務に   

従事する職員をして、当該高齢者の住所又は居所に立ち入り、必要な調査又は質問をさ   

せることができる。  

2 前項の規定による立入り及び調査又は質問を行う場合においては、当該職員は、その   

身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならな   

い。  

3 第一項の規定による立入り及び調査又は質問を行う権限は、犯罪捜査のために認めら   

れたものと解釈してはならない。  

（警察署長に対する援助要請等）  

第十二条 市町村長は、前条第一項の規定による立入り及び調査又は質問をさせようとす   

る場合において、これらの職務の執行に際し必要があると認めるときは、当該高齢者の   

住所又は居所の所在地を管轄する警察署長に対し援助を求めることができる。  

2 市町村長は、高齢者の生命又は身体の安全の確保に万全を期する観点から、必要に応  
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じ適切に、前項の規定により警察署長に対し援助を求めなければならない。  

3 警察署長は、第一項の規定による援助の求めを受けた場合において、高齢者の生命又   

は身体の安全を確保するため必要と認めるときは、速やかに、所属の警察官に、同項の   

職務の執行を援助するために必要な警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号  

）その他の牡令の定めるところによる措置を講じさせるよう努めなければならない。  

（面会の制限）  

第十三条 養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第十一条第一項第   

二号又は第三号の措置が採られた場合においては、市町村長又は当該措置に係る養介護   

施設の長は、養護者による高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護の観点から、当該養   

護者による高齢者虐待を行った養護者について当該高齢者との面会を制限することがで   

きる。  

（養護者の支援）  

第十四条 市町村は、第六条に規定するもののほか、養護者の負担の軽減のため、養護者   

に対する相談、指導及び助言その他必要な措置を講ずるものとする。  

2 市町村は、前項の措置として、養護者の心身の状態に照らしその養護の負担の軽減を   

図るため緊急の必要があると認める場合に高齢者が短期間養護を受けるために必要とな   

る居室を確保するための措置を講ずるものとする。  

（専門的に従事する職員の確保）  

第十五条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた   

高齢者の保護及び養護者に対する支援を適切に実施するために、これらの事務に専門的   

に従事する職員を確保するよう努めなければならない。  

（連携協力体制）  

第十六条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた   

高齢者の保護及び養護者に対する支援を適切に実施するため、老人福祉法第二十条の七   

の二第一項に規定する老人介護支援センター、介護保険法第百十五条の三十九第三項の   

規定により設置された地域包括支援センターその他関係機関、民間団体等との連携協力   

体制を整備しなければならない。この場合において、養護者による高齢者虐待にいつで   

も迅速に対応することができるよう、特に配慮しなければならない。  

（事務の委託）  

第十七条 市町村は、高齢者虐待対応協力者のうち適当と認められるものに、第六条の規   

定による相談、指導及び助言、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は第九   

条第†項に規定する届出の受理、同項の規定による高齢者の安全の確認その他通報又は   

届出に係る事実の確認のための措置並びに第十四条第一項の規定による養護者の負担の   

軽減のための措置に関する事務の全部又は一部を委託することができる。  

2 前項の規定による委託を受けた高齢者虐待対応協力者若しくはその役員若しくは職員  
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又はこれらの者であった者は、正当な理由なしに、その委託を受けた事務に関して知り   

得た秘密を漏らしてはならない。  

3 第一項の規定により第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は第九条第一項   

に規定する届出の受理に関する事務の委託を受けた高齢者虐待対応協力者が第七条第一   

項若しくは第二項の規定による通報又は第九条第一項に規定する届出を受けた場合には  

、当該通報又は届出を受けた高齢者虐待対応協力者又はその役員若しくは職員は、その   

職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしては   

ならない。  

（周知）  

第十八条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、第七条第一項若しくは第二項の規   

定による通報又は第九条第∵項に規定する届出の受理、養護者による高齢者虐待を受け   

た高齢者の保護、養護者に対する支援等に関する事務についての窓口となる部局及び高   

齢者虐待対応協力者の名称を明示すること等により、当該部局及び高齢者虐待対応協力   

者を周知させなければならない。  

（都道府県の援助等）  

第十九条 都道府県は、この章の規定により市町村が行う措置の実施に関し、市町村相互   

間の連絡調整、市町村に対する情報の提供その他必要な援助を行うものとする。  

2 都道府県は、この章の規定により市町村が行う措置の適切な実施を確保するため必要   

があると諷めるときは、市町村に対し、必要な助言を行うことができる。  

第三章 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等  

（養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置）  

第二十条 養介護施設の設置者又は養介護事業を行う者は、養介護施設従事者等の研修の   

実施、当該養介護施設に入所し、その他当該養介護施設を利用し、又は当該養介護事業   

に係るサービスの提供を受ける高齢者及びその家族からの苦情の処理の体制の整備その   

他の養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置を講ずるものとする。  

（養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る通報等）  

第二十一条 養介護施設従事者等は、当該養介護施設従事者等がその業務に従事している   

養介護施設又は養介護事業（当該養介護施設の設置者若しくは当該拳介護事業を行う者   

が設置する養介護施設又はこれらの者が行う養介護事業を含む。）において業務に従事   

する養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合は  

、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。  

2、前項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる   

高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は、  
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速やかに、これを市町村に通報しなければならない。  

3 前二項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われ   

る高齢者を発見した者は、速やかに、これを市町村に通報するよう努めなければならな   

い。  

4 養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けた高齢者は、その旨を市町村に届け出る   
ことができる。  

5 第十八条の規定は、第一項から第三項までの規定による通報又は前項の規定による届   

出の受理に関する事務を担当する部局の周知について準用する。  

6 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項から第三項   

までの規定による通報（虚偽であるもの及び過失によるものを除く。次項において同じ。  

）をすることを妨げるものと解釈してはならない。  

7 養介護施設従事者等は、第一項から第三項までの規定による通報をしたことを理由と   

して、解雇その他不利益な取扱いを受けない。  

第二十二条 市町村は、前条第一項から第三項までの規定による通報又は同条第四項の規   

定による届出を受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該通報又は届出   

に係る養介護施設従事者等による高齢者虐待に関する事項を、当該養介護施設従事者等   

による高齢者虐待に係る養介護施設又は当該養介護施設従事者等による高齢者虐待に係   

る養介護事業の事業所の所在地の都道府県に報告しなければならない。  

2 前項の規定は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第   

一項の指定都市及び同絵第二百五十二条の二十二第一項の中核市については、厚生労働   

省令で定める場合を除き、適用しない。  

第二十三条 市町村が第二十一条第一項から第三項までの規定による通報又は同条第四項   

の規定による届出を受けた場合においては、当該通報又は届出を受けた市町村の職員は  

、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏ら   

してはならない。都道府県が前条第一項の規定による報告を受けた場合における当該報   

告を受けた都道府県の職員についても、同様とする。  

（通報等を受けた場合の措置）  

第二十四条 市町村が第二十一条第一項から第三項までの規定による通報若しくは同条第   

四項の規定による届出を受け、又は都道府県が第二十二条第一項の規定による報告を受   

けたときは、市町村長又は都道府県知事は、養介護施設の業務又は養介護事業の適正な   

運営を確保することにより、当該通報又は届出に係る高齢者に対する養介護施設従事者   

等による高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護を図るため、老人福祉法又は介護保険   

法の規定による権限を適切に行使するものとする。  

（公表）  

第二十五条 都道府県知事は、毎年度、養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況、養  
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介護施設従事者等による高齢者虐待があった場合にとった措置その他厚生労働省令で定  

める事項を公表するものとする。  

第四章 雑則  

（調査研究）  

第二十六条 国は、高齢者虐待の事例の分析を行うとともに、高齢者虐待があった場合の   

適切な対応方法、高齢者に対する適切な養護の方法その他の高齢者虐待の防止、高齢者   

虐待を受けた高齢者の保護及び養護者に対する支援に資する事項について調査及び研究   

を行うものとする。  

（財産上の不当取引による被害の防止等）  

第二十七条 市町村は、養護者、高齢者の親族又は養介護施設従事者等以外の者が不当に   

財産上の利益を得る目的で高齢者と行う取引（以下「財産上の不当取引」という。）に   

よる・高齢者の被害について、相談に応じ、若しくは消費生活に関する業務を担当する部   

局その他の関係機関を紹介し、又は高齢者虐待対応協力者に、財産上の不当取引による   

高齢者の被害に係る相談若しくは関係機関の紹介の実施を委託するものとする。  

2 市町村長は、財産上の不当取引の被害を受け、ヌは受けるおそれのある高齢者につい   

て、適切に、老人福祉法第三十二条の規定により審判の請求をするものとする。  

（成年後見制度の利用促進）  

第二十八条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の   

保護並びに財産上の不当取引による高齢者の被害の防止及び救済を図るため、成年後見   

制度の周知のための措置、成年後見制度の利用に係る経済的負担の軽減のための措置等   

を講ずることにより、成年後見制度が広く利用されるようにしなければならない。  

第五章 罰則  

第二十九条 第十七条第二項の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰   

金に処する。  

第三十条 正当な理由がなく、第十一条第一項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若し   

くは忌避し、又は同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし  

、若しくは高齢者に答弁をさせず、若しくは虚偽の答弁をさせた者は、三十万円以下の   

罰金に処する。  

附 則  

（施行期日）  
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1 この法律は、平成十八年四月一日から施行する。  

（検討）  

2 高齢者以外の者であって精神上又は身体上の理由により養護を必要とするものに対す   

る虐待の防止等のための制度については、速やかに検討が加えられ、その結果に基づい   

て必要な措置が講ぜられるものとする。  

3 高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための制度については、この法律の施行   

後三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基   

づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  
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○厚生労働省令第九十四号   

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成十七牛浜律第  

百二十四号）第二十二条の規定に基づき、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支  

援等に関する法律施行規則を次のように定める。  

平成十八年三月三十一日  

厚生労働大臣 川崎 二郎  

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律施行規則   

（市町村からの報告）   

一 着介護施設等の名称、所在地及び種別   

二 虐待を受けた又は受けたと思われる高齢者の性別、年齢及び要介護状態区分（介護   

保険法（平成九年法律第盲二十三号）第七条第叫項に規定する要介護状態区分をいう。   

）文は要支援状態区分（同条第二項に規定する要支援状態区分をいう。）その他の心  

身の状況   

三 虐待の種別、内容及び発生要因   

四 虐待を行った養介護施設従事者等（法第二条第二項に規定する養介護施設従事者等  

をいう。）の氏名、生年月日及び職種   

五 市町村が行った対応   

六 虐待が行われた養介護施設等において改善措置が採られている場合にはその内容   

（指定都市及び中核市の例外）  

第二条 法第二十二条第二項の厚生労働省令で定める場合は、養介護施設等について法第   

二十一条第鵬項から第三項までの規定による通報又は同条第四項の規定による届出があ   

った場合とする。  

附 則   

この省令は、平成十八年四月一日から施行する。  
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○高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律施行規則  

（平成十八年厚生労働省令第九十四号）  

【傍線の部分は今後、公布予定。その他の部分は平成十八年四月一日施行。】  

改  正  後  改  正  

（市町村からの報告）  

第一条 市町村は、高齢者虐待の防止、高   

齢者の養護者に対する支援等に関する法   

律（平成十七年法律第百二十四号。以下   

「法」という。）第二十一条第一項から   

第三項までの規定による通報又は同条第   

四項の規定による届出を受け、当該通報   

又は届出に係る事実の確認を行った結果  

、養介護施設従事者等による高齢者虐待   

（以下「虐待」という。）の事実が認め   

られた場合、又は更に都道府県と共同し   

て事実の確認を行う必要が生じた場合に   

は、次に掲げる事項を当該虐待に係る法   

第二条第五項第一号に規定する養介護施   

設又は同項第二号に規定する養介護事業   

の事業所（以下「養介護施設等」という  

。）の所在地の都道府県に報告しなけれ   

ばならない。   

一 養介護施設等の名称、所在地及び種   

別   

二 虐待を受けた又は受けたと思われる   

高齢者の性別、年齢及び要介護状態区   

分（介護保険法（平成九年法律第百二   

十三号）第七条第一項に規定する要介   

護状態区分をいう。）又は要支援状態   

区分（同条第二項に規定する要支援状   

態区分をいう。）その他の心身の状況   

（市町村からの報告）  

第一条 市町村は、高齢者虐待の防止、高   

齢者わ養護者に対する支援等に関する法   

律（平成十七年浜律第百二十四号。以下   

「法」という。）第二十一条第一項から   

第三項までの規定による通報又は同条第   

四項の規定による届出を受け、当該通報   

又は届出に係る事実の確認を行った．結果  

、養介護施設従事者等による高齢者虐待   

（以下「虐待」という。）の事実が認め   

られた場合、文は更に都道府県と共同し   

て事実の確認を行う必要が生じた場合に   

は、次に掲げる事項を当該虐待に係る法   

第二条第五項第一号に規定する養介護施   

設又は同項第二号に規定する養介護事業   

の事業所（以下「養介護施設等」という  

。）の所在地の都道府県に報告しなけれ   

ばならない。   

一 養介護施設等の名称、所在地及び種   

別   

虐待を受けた又は受けたと思われる  

高齢者の性別、年齢及び要介護状態区  

分（介護保険法（平成九年法律第百二  

十三号）第七条第一項に規定する要介  

護状態区分をいう。）又は要支援状態  

区分（同条第二項に規定する要支援状  

態区分をいう。）その他の心身の状況  
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改  正  後  改  正  

三 虐待の種別、内容及び発生要因  

四 虐待を行った養介護施設従事者等（   

法第二条第二項に規定する養介護施設・   

従事者等をいう。以下同じ。）の氏名  

三 虐待の種別、内容及び発生要因  

四 虐待を行った養介護施設従事者等（   

法第二条第二項に規定する養介護施設   

従事者等をいう。）の氏名、生年月日   

及び職種  

五 市町村が行った対応  

六 虐待が行われた養介護施設等におい   

て改善措置が採られている場合にはそ   

の内容   

、生年月日及び職種  

五 市町村が行った対応  

六 虐待が行われた養介護施設等におい   

て改善措置が採られている場合にはそ   

の内容   

（指定都市及び中核市の例外）  

第二条 法第二十二条第二項の厚生労働省   

令で定める場合は、養介護施設等につい   

て法第二十一条第一項から第三項までの   

規定による通報又は同条第四項の規定に   

よる届出があった場合とする。   

（指定都市及び中核市の例外）  

第二条 法第二十二条第二項の厚生労働省   

令で定める場合は、養介護施設等につい   

て法第二十一条第一項から夢三項までの   

規定による通報又は同条第四項の規定に   

よる届出があった場合とする。  

（都道府県知事による公表事項ヒ  

盈三条 法第二十五条の厚生労働省令で定   

める事項は、榊   

虐待があった養介護嘩華筆の種別   

二 虐待を行った養介護施設従事者等の  
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原確保存期間10年  

（平成28年12月31日まで）  

各都道府県警察の長、殿   

（参考送付先）   

庁内各局部課長   

各附属機関の長   

各地方機関の長  

警察庁丙生企発第27号  

警察庁丙給厚発第6号  

警察庁丙地発第8号  

警察庁丙刑企発第8号  

平成18年3月16日  

警察庁生活安全局長  

警察庁長官官房長  

響 秦庁刑 事 局 長  

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律の施行を踏まえた  

高齢者虐待事案への適切な対応について   

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成17年法律第1  

24号。以下「法」という。別添1。）が平成17年11月1日に成立し、同月9日に公  

布され、本年4月1日に施行されることとなった。   

高齢者の尊厳の保持にとって高齢者に対する虐待を防止することが極めて重要であるこ  

と等にかんがみ、高齢者虐待の防止、養護者の支援等に関する施策を促進し、もって高齢  

者の権利利益を擁護することを目的として接が制定されたことを踏まえ、各都道府県警察  

にあっては、下記の点に留意して、高齢者虐待事案への適切な対応に努められたい。   

なお、本通達は、厚生労働省と協議済みであることを申し添える。  

記  

第1認知時における適切な対応  

1 市町村への通報（法7条及び法第21条関係）  

法7粂第1項においては、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者  

を発見した者は、当該高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は、  

速やかに、これを市町村に通報しなければならないこととされ、同条第2項では、   

第1項に定める場合のほか、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者  

を発見した者は、速やかに、これを市町村に通報するよう努めなければならない  

こととされた。また、法第21条第2項においては、養介護施設従事者等による   

高齢者虐待を受けた・と思われる高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命又は身   

体に重大な危険が生じている場合は、適やかに、これを市町村に通報しなればな  

らない旨が、同条第3モ引こおいては、同条第1項及び第2項に定める場合のほか、   

養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、   

速やかに、これを市町村に通報するよう努めなければならないこととされた。し   

たがって、各都道府県警察において、馨察安全相談、高齢者を被害者とする事案  

ー21－   



等の捜査、急訴事案や保護の取扱い等の各種警察活動に際し、高齢者虐待事案を  

認知した場合は、速やかに市町村へ通報をすること。なお、介護保険法の改正に  

より平成18年4月から設置される地域包括支援センター（別添2参照）におい  

て、市町村から高齢者虐待の対応に係る事務の委託を受け通報受理業務を行うこ  

とがあり得る（法第17条第1項参照）ため、警察が認知した事案について市町  

村と地域包括支援センターのいずれに通報するかについては、市町村及び地域包  

括支援センターと協議の上、あらかじめ定めておくこと。  

（1）通報対象となる事案  

原則として、警察が認知した全ての高齢者虐待事案が対象となる。なお、次   

のような場合にも通報対象となるので、留意すること。   

ア 虐待行為があったことの明確な裏付けができない場合  

通報は、「高齢者虐待を受けたと思われる高齢者」について行うものであ  

るので、虐待行為を裏付ける具体的な証拠がない場合であっても、被害高齢  

者や関係者の申出内容等から判断して警察が高齢者虐待が行われた可能性が  

あると判断で 

イ 加害者が養護者に該当するか判明しない場合  

加害者を特定していても、当該加害者が被害高齢者の養護者に当たるかど  

うかの判断については警察では困難な場合もあり得るム このような事案につ  

いては、加害者が被害高齢者と同居している場合には、高齢者虐待事案とみ  

なして市町村に通報をすること。また、加害者が親族である場合には、当該  

加害者が養護者に当たらないときも、高齢者虐待事案の早期発見・早期対応  

の観点から、市町村に通報をすること（例えば、同居していない親族による  

事案や同居している孫による事案などが考えられる。）。   

ウ 認知症に起因する被害妄想が疑われる場合  

認知症が疑われる高齢者から虐待を受けているとの申出があった場合につ  

いても、警察において被害高齢者が認知症であるか否かの判断は困難である  

こと及び仮に申出が認知症に起因する被害妄想によるものであると考えられ  

る場合であっても市町村において福祉的な観点から必要な対応を行う場合も  

あるため、通報をすることとして差し支えない。   

エ 配偶者からの暴力事案に該当する場合  

虐待行為が配偶者から行われた場合で、被害高齢者へ身体に対する暴力が  

なされているときは、高齢者虐待事案であるとともに、配偶者からの暴力事  

案にも該当する8 このような事案については、高齢者虐待事案として市町村  

に通報するとともに、「配偶者からの暴力相談等対応票」の作成等配偶者か  

らの暴力事案としての対応を行うこと（「配偶者からの暴力の防止及び被害  

者の保護に関する法律の施行に当たっての配偶者からの暴力事案への適切な  

対応について」（平成13年7月9日付け警察庁丙生企発第36号ほか）、  
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「配偶者からの暴力相談等対応粟の改正について」（平成16年11月17  

日付け警察庁丙生企発案76号ほか）を参照）。なお、被害高齢者から保護  

を求められた場合に、市町村と配偶者暴力相談支援センターのいずれかに引  

き継ぐかは、、被害高齢者の年齢、被害高齢者の要望等を踏まえて、事奏に応  

じて判断すること。   

（2）通報要領  

警察で認知した高齢者虐待事案については、生活安全部門に集約し、生活安  

全部門から市町村に通報するものとする。  

通報は、原則として、別添3の高齢者虐待事案通報票により行うものとし、  

急を要する場合には、電話により行うものとすること。通報時点では詳細が判  

明していない事項については「不詳」と記載すれば足り、調査に時間を要する  

ことにより通報が遅れることのないようにすること。なお、高齢者虐待事案通  

報票の記載要領については、別添4を参照すること。   

（3）通報後の措置状況の把握  

通報した事案については、市町村における措置結果を連絡するよう依頼して  

おくこと。なお、通報後1か月を経過しても市町村から措置結果の連絡がない  

ときには、警察から市町村に対して状況を確認すること。   

2 通報以外の措置  

高齢者虐待事案については、市町村に通報するほか、刑罰法令に抵触する場合  

は適切に事件化を図ることはもとより、刑罰括令に抵触しない場合であっても、   

事案に応じて加害者へ指導・警草するなど、警察として必要な措置を講じること。  

第2 警察署長に対する援助依頼への対応（法第12条関係）   

1 制度の趣旨  

法第12条第1項においては、市町村長は、高齢者の居所又は住所への立入調  

査に際し、必要があると認めるときに警察署長の援助を求めることができること  

が規定されている。警察署長の行う援助とは、市町村長による職務執行が円滑に   

実施できるようにする目的で、警察が、警察法、・警察官職務執行法等の法律によ  

り与えられている任務と権限に基づいて行う措置である。  

したがって、警察官は、市町村長の権限行使の補助者ではなく、調査業務その  

ものの補助を行うことは適当ではない。   

2 援助の手続  

援助に当たっては、緊急の場合を除き、市町村長から高齢者虐待事案援助依頼   

書（別添5）の提出を求めた上で、速やかに市町村長と事前協議を行い、対応の   

方法、役割分担等を検討した上で、事案に応じた適切な援助に努めること。事前   

協議の窓口は、生活安全部門において行うこととするが、実際の援助を行う要員  

については、必要に応じて他部門にも協力を求めること。   

3 援助の要件  

－23－   



警察が援助を行うことと’されているのは、高齢者の生命又は身体の安全を確保  

するため必要と認めるときである（法第12条第3項）ので、援助の依頼があっ  

った場合には、市町村が行う法第9条第1項に規定する事実確認のための措置等  

の状況を確認し、その内容によって援助を行うか否かを判断すること。なお、援  

助依頼を受理したが、援助を行わないものとした場合には、その理由や経緯等を  

記録しておくこと。  

第3 その他   

1 関係部門間の連携  

高齢者虐待事案への対応に当たっては、生活安全部門、刑事部門、地域部門、  

被害者対策担当部門等関係部門間で連携を密にすること。   

2 関係機関等との連携  

市町村を始め、都道府県関係部局や民生委員等関係機関・団体等との連携を強  

化し、被害高齢者の立場に立った的確な措置が講じられるようにすること。  

なお、地域包括支援センターにおいては、高齢者虐待事案に関わる関係機関等   

を構成員とする「高齢者虐待防止ネットワーク」を構築することとしているので、  

市町村又は地域包括支援センターから警察に対して当該ネットワークへの参加依   

頼がなされた場合には、嶺極的に応じること。   

3 指導、教養の徹底  

警察における高齢者虐待事案へ適切な対応を推進するため、法の内容等につい  

て、集合教養、随時の教養、巡回教養等あらゆる機会を活用して警察職員に広く  

指導、教養を行うこと。  
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ら
 

や
か
に
、
市
町
村
に
通
報
す
る
ヰ
フ
努
め
な
け
れ
ば
 
 
 

な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。
（
第
七
粂
関
係
）
 
 

拐
 
市
町
村
は
、
⇔
に
よ
る
通
報
又
は
高
齢
者
か
ら
の
 
 
 

養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
旨
の
届
出
を
 
 
 

受
け
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
当
該
高
齢
者
の
安
全
 
 
 

の
確
認
そ
の
他
当
該
通
報
又
は
届
出
に
係
る
事
実
の
 
 
 

確
認
の
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
老
人
福
 
 
 

祉
法
に
規
定
す
る
老
人
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
、
介
護
 
 
 

保
険
法
の
規
定
に
よ
り
設
薩
き
れ
た
地
域
包
癌
支
援
 
 
 

セ
ン
タ
ー
そ
の
他
関
係
機
関
、
民
間
団
体
等
と
そ
の
 
 
 

対
応
に
つ
い
て
協
議
を
．
行
う
こ
と
と
し
た
。
（
第
九
条
 
 
 

第
一
項
及
び
第
一
六
条
関
係
）
 
 

軸
 
市
町
村
又
は
市
町
村
長
は
、
出
に
よ
る
通
報
又
は
 
 
 

出
の
届
出
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
通
報
又
は
届
 
 
 

出
に
係
る
高
齢
者
に
対
す
る
養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
 
 
 

虐
待
の
防
止
及
び
当
該
高
齢
者
の
保
護
が
図
ら
れ
る
 
 
 

よ
う
、
養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
に
よ
り
生
命
又
 
 
 

は
身
体
に
重
大
な
危
険
が
生
じ
て
い
る
お
そ
れ
が
あ
 
 
 

る
と
認
め
ら
れ
る
高
齢
者
を
一
時
的
に
保
護
す
る
た
 
 
 

め
迅
速
に
老
人
福
祉
法
に
規
定
す
る
老
人
短
期
入
所
 
 
 

施
設
等
に
入
所
さ
せ
る
等
、
適
切
に
、
同
法
案
一
〇
 
 
 

条
の
四
篇
一
項
若
し
く
は
第
〓
粂
第
一
項
の
規
定
 
 
 

に
よ
る
措
置
を
講
じ
、
又
は
、
適
切
に
、
同
法
第
三
 
 
 

二
条
の
規
定
に
よ
り
審
判
の
請
求
を
す
る
こ
と
と
し
 
 
 

た
。
（
第
九
条
第
二
項
関
係
）
 
 

由
 
布
町
村
長
は
、
養
老
に
よ
る
商
齢
害
虐
待
に
よ
 
 
 

り
高
防
暑
の
生
命
又
は
身
体
に
重
大
な
危
険
が
生
じ
 
 
 

て
い
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
市
町
村
 
 
 

が
設
置
す
る
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
職
員
そ
の
 
 
 

他
の
高
齢
者
の
福
祉
に
関
す
る
事
務
に
従
事
す
る
職
 
 
 

員
を
し
て
、
当
該
高
齢
者
の
住
所
又
は
居
所
に
立
ち
 
 
 

入
り
、
必
要
な
調
査
又
は
質
問
を
さ
せ
る
こ
と
が
で
 
 
 

き
る
こ
と
と
し
た
。
（
第
一
一
条
第
一
項
関
係
）
 
 

◇
郵
政
民
営
化
法
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
 
 
 

（
政
令
第
三
三
八
号
）
（
内
閣
官
房
）
 
 
 

郵
政
民
営
化
法
（
平
成
一
七
年
法
律
第
九
七
号
）
附
則
 
 

第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
期
日
は
、
平
成
一
 
 

七
年
一
一
月
一
〇
日
と
す
る
こ
と
と
し
た
。
 
 

－
 
 
 
 
 
 
1
－
Y
一
t
 
 
 
 
 
 
 
－
 
 
 
 
 
 
・
－
 
 

5
 
姜
介
淳
施
設
従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
防
止
 
 
 

等
 
 
 

H
 
養
介
護
施
設
の
設
置
者
又
は
簑
介
護
事
業
を
行
う
 
 
 

者
は
、
養
介
護
施
設
従
事
者
等
の
研
修
の
実
態
、
当
 
 
 

該
養
介
護
施
設
に
入
所
し
、
そ
の
他
当
該
盤
介
護
施
 
 
 

設
を
利
用
し
、
又
は
当
該
董
介
護
事
業
に
係
る
サ
ー
 
 
 

ビ
ス
の
提
供
を
受
け
る
高
齢
者
及
び
そ
の
家
族
か
ら
 
 

の
苦
情
の
処
理
の
休
制
の
整
備
そ
の
他
の
養
介
護
施
 
 

設
従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
防
止
等
の
た
め
 
 

の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。
（
第
二
〇
森
閑
係
）
 
 
 

出
 
養
介
護
施
設
従
事
者
等
は
、
当
該
竜
介
護
施
設
従
 
 
 

事
者
等
が
そ
の
業
務
に
従
事
し
て
い
る
葺
介
護
施
設
 
 

又
は
養
介
護
事
業
（
当
該
重
介
護
施
設
の
設
置
者
若
 
 

し
く
は
当
該
羞
介
護
事
業
を
行
う
暑
が
設
置
す
る
葺
 
 
 

介
護
施
設
又
は
こ
れ
ら
の
暑
が
行
う
葦
介
護
事
業
を
 
 

含
む
。
）
 
に
お
い
て
業
務
に
従
事
す
る
養
介
護
施
設
 
 

従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
と
思
わ
れ
 
 

る
高
齢
者
を
発
見
し
た
場
合
は
、
速
や
か
に
、
こ
れ
 
 

を
市
町
村
に
通
報
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
 
 

た
。
（
第
二
一
条
第
一
項
関
係
）
 
 

6
 
こ
の
法
律
は
、
平
成
一
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
 
 
 

る
こ
と
と
し
た
。
 
 

高
齢
者
虐
待
の
防
止
、
高
齢
者
の
養
護
者
に
対
す
る
支
 
 

援
等
に
関
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。
 
 

御
 
名
 
 
御
 
璽
 
 

平
成
十
七
年
十
一
月
九
日
 
 

内
閣
総
理
大
臣
 
小
泉
純
一
郎
 
 
 

法
律
第
百
二
十
四
号
 
 

高
給
老
虐
待
の
防
止
、
高
齢
者
の
糞
謹
書
に
対
す
 
 

る
支
援
等
に
関
す
る
．
法
律
 
 

目
次
 
 
 

第
一
幸
 
総
則
（
第
】
条
－
第
五
条
）
 
 
 

第
二
孝
 
養
護
者
に
よ
る
高
給
者
虐
待
の
防
止
、
養
護
 
 

者
に
対
す
る
支
援
等
（
第
六
畠
T
⊥
弟
十
九
条
）
 
 
 

第
三
奉
 
養
介
護
施
設
従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
 
 

の
防
止
等
（
第
二
十
各
T
⊥
弟
二
十
五
条
）
 
 
 

第
四
章
 
雑
則
（
第
二
十
大
集
－
第
二
十
八
条
）
 
 
 

第
玉
章
 
罰
則
 
（
第
二
十
九
条
・
第
三
十
条
）
 
 
 

附
則
 
 

第
一
章
 
総
則
 
 
 

（
目
的
）
 
 

第
一
義
 
こ
の
法
律
は
、
高
齢
者
に
対
す
る
虐
待
が
深
刻
 
 
 

な
状
況
に
あ
り
、
高
齢
者
の
尊
慮
の
保
持
に
と
っ
て
高
 
 
 

齢
者
に
対
す
る
虐
待
を
防
止
す
る
こ
と
が
極
め
て
重
要
 
 
 

で
あ
る
こ
と
等
に
か
ん
が
み
、
高
齢
者
虐
待
の
防
止
等
 
 
 

に
関
す
る
国
等
の
責
務
、
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
高
齢
 
 
 

者
に
対
す
る
保
護
の
た
め
の
措
置
、
養
護
者
の
負
担
の
 
 
 

軽
減
を
図
る
こ
と
等
の
養
護
者
に
対
す
る
養
護
者
に
よ
 
 
 

る
高
齢
者
虐
待
の
防
止
に
資
す
る
支
援
（
以
下
「
善
導
 
 
 

者
に
対
す
る
支
援
」
と
い
う
J
の
た
め
の
措
置
等
を
定
 
 
 

め
る
こ
と
に
よ
り
、
高
齢
者
虐
待
の
防
止
、
養
護
者
に
 
 
 

対
す
る
支
援
等
に
関
す
る
施
策
を
促
進
し
、
も
っ
て
高
 
 
 

齢
者
の
権
利
利
益
の
擁
護
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
 
 
 

る
。
 
 
 

（
定
義
）
 
 

第
二
粂
 
こ
の
法
律
に
お
い
て
 
「
高
齢
者
」
 
と
は
、
六
十
 
 
 

五
歳
以
上
の
者
を
い
う
。
 
 

2
 
こ
の
法
律
に
お
い
て
「
養
護
者
」
と
は
、
高
齢
者
を
 
 
 

現
に
養
護
す
る
看
で
あ
っ
て
養
介
諌
施
設
従
事
者
等
 
 
 

（
第
五
項
第
一
号
の
施
設
の
業
務
に
従
事
す
る
者
及
び
 
 
 

同
項
第
二
号
の
事
業
に
お
い
て
業
務
に
従
事
す
る
者
を
 
 
 

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
以
外
の
も
の
を
い
う
。
 
 
 

律
 
 

法
 
 

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
高
齢
者
虐
待
」
と
は
、
養
護
 
 

者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
及
び
饗
介
護
施
設
従
事
者
等
に
 
 

よ
る
高
齢
者
虐
待
を
い
う
。
 
 
 

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
」
 
 

と
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
行
為
を
い
う
。
 
 

一
義
雪
が
そ
の
馨
護
す
る
高
齢
者
に
つ
い
て
行
う
 
 
 

次
に
掲
げ
る
行
為
 
 
 

イ
 
高
齢
者
の
身
体
に
外
傷
が
生
じ
、
又
は
生
じ
る
 
 

お
そ
れ
の
あ
る
暴
行
を
加
え
る
こ
と
。
 
 
 

ロ
 
高
齢
者
を
衰
弱
富
せ
る
よ
う
な
著
し
い
減
食
又
 
 

は
長
時
間
の
放
置
、
養
護
者
以
外
の
同
居
人
に
よ
 
 

る
イ
、
ハ
又
は
二
に
掲
げ
る
行
為
と
同
様
の
行
為
 
 

の
放
置
等
養
護
を
著
し
く
怠
る
こ
と
。
 
 
 

ハ
 
高
齢
者
に
対
す
る
著
し
い
暴
言
又
は
著
し
く
拒
 
 

絶
的
な
対
応
そ
の
他
の
高
齢
者
に
著
し
い
心
理
的
 
 

外
傷
を
与
え
る
言
動
を
行
う
こ
と
。
 
 
 

二
 
高
齢
者
に
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
す
る
こ
と
又
は
 
 

高
齢
者
を
し
て
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
言
せ
る
こ
 
 

と
。
 
 

二
 
養
護
者
又
は
高
齢
者
の
親
族
が
当
鼓
高
齢
者
の
財
 
 
 

産
を
不
当
に
処
分
す
る
こ
と
そ
の
他
当
該
高
齢
者
か
 
 
 

ら
不
当
に
財
産
上
の
利
益
を
得
る
こ
と
。
 
 
 

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
養
介
護
施
設
従
事
者
等
に
よ
 
 

る
高
齢
者
虐
待
」
と
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
 
 

行
為
を
い
う
。
 
 

一
老
人
福
祉
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三
十
三
 
 
 

号
）
第
五
条
の
三
に
規
定
す
る
老
人
福
祉
施
設
若
し
 
 
 

く
は
同
法
第
二
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
有
料
老
 
 
 

人
ホ
ー
ム
又
は
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
 
 
 

二
十
三
号
）
第
八
粂
第
二
十
項
に
競
走
す
る
地
域
密
 
 
 

着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
、
同
条
第
二
十
四
項
に
規
 
 
 

定
す
る
介
護
老
人
福
祉
施
設
、
同
条
第
二
十
五
項
に
 
 
 

規
定
す
る
介
護
老
人
保
健
施
設
、
同
条
第
こ
十
六
項
 
 
 

に
規
定
す
る
介
鮨
療
養
型
医
療
施
設
若
し
く
は
同
法
 
 
 

案
盲
十
五
条
の
三
十
九
第
一
項
に
規
定
す
る
地
域
包
 
 
 

括
支
摂
セ
ン
タ
ー
（
以
下
「
巷
介
諸
施
設
」
と
い
う
。
）
 
 
 

の
業
務
に
従
事
す
る
著
が
、
当
該
養
介
喪
施
設
に
入
 
 
 

所
し
、
そ
の
他
当
該
壷
介
護
施
設
を
利
用
す
る
高
齢
 
 
 

者
に
つ
い
て
行
う
次
に
掲
げ
る
行
為
 
 
 

イ
 
高
齢
者
の
身
体
に
外
傷
が
生
じ
、
又
は
生
じ
る
 
 

お
そ
れ
の
あ
る
暴
行
を
加
え
る
こ
と
。
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口
 
高
齢
者
を
衰
弱
さ
せ
る
よ
う
な
著
し
い
減
食
又
 
 

は
長
時
間
の
放
置
そ
の
他
の
高
齢
者
を
養
護
す
べ
 
 

き
職
務
上
の
韓
務
を
著
し
く
怠
る
こ
と
。
 
 

ハ
 
高
齢
者
に
対
す
る
著
し
い
暴
言
又
は
著
し
く
拒
 
 

絶
的
な
対
応
そ
の
他
の
高
齢
者
に
著
し
い
心
理
的
 
 

外
傷
を
与
え
る
言
動
を
行
う
こ
と
。
 
 

二
 
高
齢
者
に
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
す
る
こ
と
又
は
 
 

高
齢
者
を
し
て
わ
い
せ
つ
な
行
為
を
さ
せ
る
こ
 
 

と
。
 
 
 

水
 
嵩
幹
者
の
財
産
を
不
当
に
処
分
す
る
こ
と
そ
の
 
 

他
当
該
高
齢
者
か
ら
不
当
に
財
産
上
の
利
益
を
得
 
 

る
こ
と
。
 
 
 

二
 
老
人
福
祉
法
第
五
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
老
 
 
 

人
居
宅
生
活
支
援
事
業
又
は
介
護
保
険
法
第
八
条
第
 
 
 

一
項
に
規
定
す
る
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
、
同
条
貫
十
 
 
 

四
項
に
規
定
す
る
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
事
業
、
同
 
 
 

条
第
二
十
一
項
に
規
定
す
る
居
宅
介
護
支
援
事
業
、
 
 
 

同
法
第
八
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
介
護
予
防
 
 
 

サ
ー
ビ
ス
事
業
、
同
条
第
十
日
項
に
規
定
す
る
地
域
 
 
 

密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
若
し
く
は
同
条
第
 
 
 

十
八
項
に
規
定
す
る
介
護
予
防
支
援
事
業
（
以
下
「
養
 
 
 

介
護
事
業
」
と
い
う
J
に
お
い
て
業
務
に
従
事
す
る
 
 
 

者
が
、
当
該
羞
介
護
事
業
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
 
 
 

を
受
け
る
高
齢
者
に
つ
い
て
行
う
前
号
イ
か
ら
ホ
ま
 
 

で
匡
掲
げ
る
行
為
 
 
 

（
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
責
務
等
）
 
 

筆
姦
 
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
高
齢
者
虐
待
の
蘭
 
 
 

止
、
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
高
齢
者
の
迅
速
か
つ
適
切
 
 
 

な
保
＃
及
び
適
切
な
養
護
者
に
対
す
る
支
援
を
行
う
た
 
 
 

め
、
関
係
省
庁
相
互
間
そ
の
他
関
係
機
関
及
び
民
間
団
 
 
 

体
の
間
の
連
携
の
強
化
、
民
間
団
体
の
支
讃
そ
の
他
必
 
 
 

要
な
体
制
の
整
備
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

Z
 
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
高
齢
者
虐
待
の
防
止
及
 
 
 

び
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
高
齢
者
の
保
護
並
び
に
養
護
 
 
 

者
に
対
す
る
支
援
が
専
門
的
知
識
に
基
づ
き
適
切
に
行
 
 
 

わ
れ
る
よ
う
、
こ
れ
ら
の
職
務
に
携
わ
る
専
門
的
な
人
 
 
 

材
の
確
保
及
び
実
質
の
向
上
を
図
る
た
め
、
関
係
機
関
 
 
 

の
職
員
の
研
修
等
必
要
な
措
置
を
護
ず
る
よ
う
努
め
な
 
 
 

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

3
 
国
及
び
地
方
公
共
田
俸
は
、
高
齢
者
虐
待
の
防
止
及
 
 
 

び
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
高
齢
者
の
保
護
に
資
す
る
た
 
 
 

め
、
高
齢
者
虐
待
に
係
る
通
報
義
務
、
人
権
侵
犯
事
件
 
 
 

に
係
る
救
済
制
度
等
に
つ
い
て
必
要
な
広
報
そ
の
他
の
 
 
 

啓
発
活
動
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 
 

（
国
民
の
賢
務
）
 
 

東
田
条
 
国
民
は
、
高
齢
者
虐
待
の
防
止
、
養
讃
者
に
対
 
 
 

す
る
支
援
等
の
重
要
性
に
関
す
る
理
解
を
深
め
る
と
と
 
 
 

も
に
、
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
講
ず
る
高
齢
者
虐
待
 
 
 

の
防
止
、
養
護
者
に
対
す
る
支
援
等
の
た
め
の
施
策
に
 
 
 

協
力
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

（
高
齢
者
虐
待
の
早
期
発
見
等
）
 
 

努
五
条
 
彗
介
護
施
設
、
病
院
、
保
健
所
そ
の
他
高
齢
者
 
 
 

の
福
祉
に
業
務
上
関
係
の
あ
る
団
体
及
び
養
介
護
施
設
 
 
 

従
事
者
等
、
医
師
、
保
健
師
、
弁
護
士
そ
の
他
高
齢
者
 
 
 

の
福
祉
に
職
務
上
関
係
の
あ
る
者
は
、
高
齢
者
虐
待
を
 
 
 

発
見
し
や
す
い
立
場
に
あ
る
こ
と
を
自
覚
し
、
高
齢
者
 
 
 

虐
待
の
早
期
発
見
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

2
 
前
項
に
規
定
す
る
者
は
、
国
及
び
地
方
公
共
団
俸
が
 
 
 

誇
ず
る
高
齢
者
虐
待
の
防
止
の
た
め
の
啓
発
活
動
及
び
 
 
 

高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
高
齢
者
の
保
啓
の
た
め
の
施
策
 
 
 

に
協
力
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

第
二
章
 
秦
荘
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
防
止
、
 
 

養
護
者
．
に
対
す
る
支
援
等
 
 
 

（
相
談
、
指
導
及
び
助
言
）
 
 

第
六
条
 
市
町
村
は
、
養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
防
 
 
 

止
及
び
義
経
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
高
齢
者
 
 
 

の
保
粁
の
た
め
、
高
齢
者
及
び
養
護
者
に
対
し
て
、
相
 
 
 

談
、
指
導
及
び
助
言
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 
 

（
養
啓
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
に
係
る
通
報
等
）
 
 

第
七
鼻
 
糞
薄
着
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
と
思
わ
 
 
 

れ
る
高
齢
者
を
発
見
し
た
者
は
、
当
該
高
齢
者
の
生
命
 
 
 

又
は
身
体
に
重
大
な
危
険
が
生
じ
て
い
る
場
合
は
、
速
 
 
 

や
か
に
、
こ
れ
を
市
町
村
に
通
報
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
 
 
 

。
 
 

2
 
前
項
に
定
め
る
場
合
の
ほ
か
、
養
護
者
に
よ
る
高
齢
 
 
 

者
虐
待
を
受
け
た
と
思
わ
れ
る
高
齢
者
を
発
見
し
た
者
 
 
 

は
、
速
や
か
に
、
こ
れ
を
市
町
村
に
通
報
す
る
よ
う
努
 
 
 

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

3
 
刑
法
（
明
治
四
十
年
法
律
第
四
十
五
号
）
の
秘
密
漏
 
 
 

示
罪
の
規
定
そ
の
他
の
守
秘
義
務
に
関
す
る
法
律
の
規
 
 
 

定
は
、
前
二
項
の
規
定
に
よ
る
通
報
を
す
る
こ
と
を
妨
 
 
 

げ
る
も
の
と
解
釈
レ
て
は
な
ら
な
い
。
 
 

第
八
姦
 
市
町
村
が
前
条
第
l
項
若
し
く
は
第
二
項
毎
親
 
 
 

定
に
よ
る
通
報
又
は
次
粂
第
一
項
に
規
定
す
る
届
出
を
 
 
 

受
け
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
通
報
又
は
届
出
を
受
 
 
け
た
市
町
村
の
職
員
は
、
そ
の
職
路
上
知
り
得
た
事
啓
 
 
 

で
あ
っ
て
当
該
通
報
又
は
届
出
を
し
た
者
を
特
定
苫
せ
 
 
 

る
も
の
を
滞
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 
 

（
通
報
等
を
受
け
た
場
合
の
措
置
）
 
 

第
九
桑
 
市
町
村
は
、
第
七
姦
策
一
項
若
し
く
は
第
二
項
 
 
 

の
規
定
に
よ
る
通
報
又
は
高
齢
者
か
ら
の
基
礎
者
に
よ
 
 
 

る
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
旨
の
届
出
を
受
け
た
と
き
 
 
 

は
、
速
や
か
に
、
当
該
高
齢
者
の
安
全
の
確
認
そ
の
他
 
 
 

当
該
通
報
又
は
届
出
に
係
る
事
実
の
確
認
の
た
め
の
措
 
 
 

置
を
訪
ず
る
と
と
も
に
、
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
当
 
 
 

該
市
町
村
と
連
携
協
力
す
る
著
（
以
下
「
高
齢
者
虐
待
 
 
 

対
応
協
力
者
」
と
い
う
J
と
そ
の
対
応
に
つ
い
て
協
議
 
 
 

を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

Z
 
市
町
村
又
は
市
町
村
長
は
、
乗
七
条
第
一
項
若
し
く
 
 
 

は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
通
報
又
は
前
項
に
規
定
す
る
 
 
 

届
出
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
通
報
又
は
届
出
に
係
 
 
 

る
高
齢
者
に
対
す
る
養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
防
 
 
 

止
及
び
当
該
高
齢
者
の
保
護
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
養
護
 
 
 

者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
に
よ
り
生
命
又
は
身
体
に
重
大
 
 
 

な
危
険
が
生
じ
て
い
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
 
 
 

高
齢
者
を
一
時
的
に
保
護
す
る
た
め
迅
速
に
老
人
福
祉
 
 
 

法
第
二
十
条
の
三
に
規
定
す
る
老
人
短
期
入
所
施
設
等
 
 
 

に
入
所
さ
せ
る
等
、
適
切
に
、
同
法
第
十
条
の
四
第
一
 
 
 

項
若
し
く
は
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
措
置
を
 
 
 

講
じ
、
又
は
、
適
切
に
、
同
法
第
三
十
二
条
の
規
定
に
 
 
 

よ
り
審
判
の
請
求
を
す
る
も
の
と
す
る
。
 
 
 

（
居
室
の
確
保
）
 
 

東
十
条
 
市
町
村
は
、
養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
 
 
 

け
た
高
齢
者
に
つ
い
て
老
人
福
祉
法
第
十
条
の
四
第
一
 
 
 

項
第
三
号
又
は
第
十
t
粂
第
一
項
第
一
号
若
し
く
は
第
 
 
 

二
号
の
規
定
に
よ
る
措
置
を
採
る
た
め
に
必
要
な
居
室
 
 
 

を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
 

（
立
入
調
査
）
 
 

第
十
一
兵
 
市
町
村
長
は
、
養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
 
 
 

に
よ
り
高
鈴
者
の
生
命
又
は
身
体
に
・
重
大
な
危
険
が
生
 
 
 

じ
て
い
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
介
護
保
 
 
 

険
法
第
百
十
五
条
の
三
十
九
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
設
 
 
 

置
す
る
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
随
員
そ
の
他
の
高
 
 
 

齢
者
の
福
祉
に
関
す
る
事
務
に
従
事
す
る
職
員
を
し
 
 
 

て
、
当
該
高
齢
者
の
住
所
又
は
居
所
に
立
ち
入
り
、
必
 
 
 

要
な
調
査
又
は
質
問
を
苫
せ
る
こ
と
が
で
苦
る
。
 
 

2
 
前
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
り
及
び
調
査
又
は
質
問
を
 
 
 

行
う
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
職
員
は
、
そ
の
身
分
を
 
 
 

示
す
証
明
書
を
携
帯
し
、
関
係
者
の
請
求
が
あ
る
と
き
 
 
 

は
、
こ
れ
を
提
示
し
な
け
れ
ぼ
な
ら
な
い
。
 
 

3
 
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
り
及
び
調
査
又
は
一
貫
間
 
 
 

を
行
う
権
限
は
、
犯
罪
捜
査
の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
も
 
 
 

の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 
 

（
警
察
署
長
に
許
す
る
援
助
要
請
等
）
 
 

努
十
二
条
 
市
町
村
長
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
 
 
 

立
入
り
及
び
調
査
又
は
質
問
を
ざ
せ
よ
う
と
す
る
場
合
 
 
 

に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
職
務
の
執
行
に
降
し
必
衰
が
あ
 
 
 

る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
高
齢
者
の
住
所
又
は
居
所
 
 
 

の
所
在
地
を
管
轄
す
る
警
察
署
長
に
対
し
援
助
を
求
め
 
 
 

る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

2
 
市
町
村
長
は
、
高
齢
者
の
生
命
又
は
身
体
の
安
全
の
 
 
 

確
保
に
万
全
を
期
す
る
観
点
か
ら
、
必
要
に
応
じ
適
切
 
 
 

に
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
警
察
署
長
に
対
し
援
助
を
求
 
 
 

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

3
 
警
察
署
長
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
援
助
の
求
め
 
 
 

を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
高
齢
者
の
生
命
又
は
身
体
 
 
 

の
安
全
を
確
保
す
る
た
め
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
速
 
 
 

や
か
に
、
所
属
の
茸
察
官
に
、
同
項
の
職
務
の
執
行
を
 
 
 

援
助
す
る
た
め
に
必
要
な
暫
察
官
職
路
執
行
法
（
昭
和
 
 
 

二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
六
号
）
 
そ
の
他
の
法
令
の
定
 
 
 

め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
措
置
を
講
じ
苫
せ
る
よ
う
努
め
な
 
 
 

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

（
面
会
の
制
限
）
 
 

第
十
三
粂
 
養
護
者
に
よ
る
高
齢
老
虐
待
を
受
け
た
高
齢
 
 
 

者
に
つ
い
て
老
人
福
祉
法
第
十
】
条
第
一
項
第
二
号
又
 
 
 

は
第
三
号
の
措
置
が
探
ら
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
市
 
 
 

町
村
長
又
は
当
該
措
置
に
係
る
嚢
介
諸
施
設
の
長
は
、
 
 
 

養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
防
止
及
び
当
該
高
齢
者
 
 
 

の
保
覆
の
観
点
か
ら
、
当
該
養
軒
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
 
 
 

待
を
行
っ
た
雀
窪
者
に
つ
い
て
当
該
高
齢
者
と
の
面
会
 
 
 

を
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
．
 
 
 

（
養
護
者
の
支
援
）
 
 

第
十
四
条
 
市
町
村
は
、
第
六
条
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
 
 
 

か
、
覆
没
著
の
負
担
の
軽
減
の
た
め
、
養
薄
着
に
対
す
 
 
 

る
相
談
、
指
導
及
び
助
言
そ
の
他
必
要
な
措
置
を
講
ず
 
 
 

る
も
の
と
す
る
。
 
 

2
 
市
町
村
は
、
前
項
の
措
置
と
し
て
、
養
鰻
者
の
心
身
 
 
 

の
状
態
に
照
ら
し
そ
の
善
感
の
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
 
 
 

め
緊
急
の
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
高
齢
者
が
短
 
 
 

期
間
藍
藻
を
受
け
る
た
め
に
必
要
と
な
る
居
室
を
確
保
 
 
 

す
る
た
め
の
措
置
を
誹
ず
る
も
の
と
す
る
。
 
 
 

（
専
門
的
に
従
事
す
る
職
員
の
確
保
）
 
 

第
十
五
条
 
市
町
村
は
、
養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
 
 
 

防
止
、
馨
韓
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
高
齢
者
 
 
 

の
保
藷
及
び
葺
轟
音
に
対
す
る
支
援
を
適
切
に
実
施
す
 
 
 

る
た
め
に
、
こ
れ
ら
の
事
務
に
専
門
的
に
従
媚
す
る
職
 
 
 

員
を
確
保
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

（
連
携
協
力
体
制
）
 
 

第
十
六
条
 
市
町
村
は
、
葺
硬
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
 
 
 

防
止
、
詫
強
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
l
ナ
た
高
齢
者
 
 
 

の
保
護
及
び
養
護
者
に
対
す
る
支
援
を
適
軒
に
実
施
す
 
 
 

る
た
め
、
老
人
福
祉
法
第
二
十
条
の
七
の
二
第
一
項
に
 
 

2了   
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規
定
す
る
老
人
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
、
介
護
保
険
法
第
 
 
 

百
十
五
条
の
三
十
九
第
三
項
の
規
定
に
よ
ケ
設
置
き
れ
 
 
 

た
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
そ
の
他
関
係
機
関
、
民
間
 
 
 

団
体
等
と
の
薫
協
力
体
制
を
整
備
し
な
け
れ
ば
な
ら
 
 
 

な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
 
 
 

虐
待
に
い
つ
で
も
迅
速
に
対
応
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
 
 
 

う
、
特
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 
 

（
事
務
の
委
託
）
 
 

第
十
七
桑
 
市
町
村
ほ
、
高
齢
者
虐
待
対
応
協
力
者
の
う
 
 
 

ち
適
当
と
認
め
ら
れ
る
も
の
に
、
第
六
条
の
規
定
に
よ
 
 
 

る
柏
艶
、
指
導
及
び
助
言
、
第
七
条
第
一
項
若
し
く
は
 
 
 

第
l
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
報
又
は
第
九
粂
第
一
項
に
規
 
 
 

定
す
る
届
出
の
受
理
、
同
項
の
規
定
に
よ
る
高
齢
者
切
 
 
 

安
全
の
確
認
そ
の
他
通
報
又
は
届
出
に
係
る
事
実
の
確
 
 
 

認
の
た
め
の
措
置
並
び
に
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
 
 
 

よ
る
養
没
書
の
負
担
の
軽
減
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
 
 
 

事
務
の
全
部
又
は
一
部
を
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

2
 
前
項
の
規
定
に
よ
る
垂
託
を
受
け
た
高
齢
者
虐
待
対
 
 
 

応
協
力
者
若
し
く
は
そ
の
役
鼻
若
し
く
は
職
員
又
は
こ
 
 
 

れ
ら
の
者
で
あ
っ
た
者
は
J
正
当
な
理
由
な
し
に
、
そ
 
 
 

の
委
託
を
受
け
た
事
務
に
関
し
て
知
り
得
た
秘
密
を
漏
 
 
 

ら
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 

3
 
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
第
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
 
 
 

二
項
の
規
定
に
よ
る
通
報
又
は
第
九
粂
第
一
項
に
規
定
 
 
 

す
る
届
出
の
受
理
に
関
す
る
事
務
の
委
託
を
受
け
た
高
 
 
 

齢
者
虐
待
対
応
協
力
者
が
第
七
条
蟹
〓
項
若
し
く
は
第
 
 
 

二
項
の
規
定
に
よ
る
通
報
又
は
第
九
条
第
一
項
に
規
定
 
 
 

す
る
届
出
を
受
け
た
場
合
に
は
、
当
該
通
報
又
は
屡
出
 
 
 

を
受
け
た
高
齢
者
虐
待
対
応
協
力
者
又
は
そ
の
役
員
若
 
 
 

し
く
は
職
員
は
、
そ
の
職
務
上
知
り
簿
た
事
項
で
あ
っ
 
 
 

て
当
該
通
報
又
は
届
出
を
し
た
者
を
特
定
さ
せ
る
も
の
 
 
 

を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
．
 
 
 

（
周
知
）
 
 

筆
十
八
条
 
市
町
村
は
、
義
孝
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
 
 
 

防
止
、
薦
七
集
貨
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
 
 
 

る
通
報
又
は
第
九
姦
策
一
項
に
規
定
す
る
届
出
の
受
 
 
 

理
、
養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
高
齢
者
の
 
 
 

保
護
、
養
護
者
に
対
す
る
支
援
等
に
関
す
る
事
務
に
つ
 
 
 

い
て
の
窓
口
と
な
る
部
局
及
び
高
齢
者
虐
待
対
応
協
力
 
 
 

者
の
名
称
を
明
示
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
当
該
部
局
及
 
 
 

び
高
齢
者
虐
待
対
応
協
力
者
を
周
知
さ
せ
な
け
れ
ば
な
 
 
 

ら
な
い
。
 
 
 

（
都
道
府
県
の
援
助
等
）
 
 

第
十
九
条
 
都
道
府
県
は
、
こ
の
章
の
規
定
に
よ
り
市
町
 
 
 

村
が
行
う
措
置
の
実
施
に
閲
し
、
市
町
村
相
互
周
の
連
 
 
 

絡
調
整
、
市
町
村
に
対
す
る
情
報
の
提
供
そ
の
他
必
要
 
 
 

な
援
助
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

2
 
都
道
府
県
は
、
こ
の
章
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
が
行
 
 
 

う
措
置
の
適
切
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
必
善
が
あ
る
 
 
 

と
認
め
る
と
き
は
、
市
町
村
に
射
し
、
必
要
な
助
言
を
 
 
 

行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

篇
≡
章
 
葉
介
謳
施
設
従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
 
 

虐
待
の
防
止
等
 
 
 

（
墓
介
蔑
施
設
従
事
者
等
に
よ
る
笥
齢
老
虐
待
の
防
止
 
 
 

等
の
た
め
の
措
置
）
 
 

第
二
十
魚
 
篭
介
護
施
設
の
設
置
者
又
は
葉
介
謹
事
業
を
 
 
 

行
う
者
は
、
嚢
介
諸
施
設
従
事
者
等
の
研
修
の
実
施
、
 
 
 

当
該
衰
介
護
施
設
に
入
所
し
、
そ
の
他
当
該
重
介
護
施
 
 
 

設
を
利
用
し
、
又
は
当
該
羞
介
護
事
業
に
係
る
サ
ー
ビ
 
 
 

ス
の
提
供
を
受
け
る
高
齢
者
及
び
そ
の
豪
族
か
ら
の
苦
 
 
 

情
の
処
理
の
体
制
の
整
備
そ
の
他
の
善
介
毘
施
設
従
事
 
 
 

者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
防
止
等
の
た
め
の
措
置
を
 
 
 

講
ず
る
も
の
と
す
る
。
 
 
 

（
養
介
罷
施
設
従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
に
係
る
 
 
 

通
報
等
）
 
 

第
二
十
l
鼻
 
糞
介
領
施
設
従
事
者
等
は
、
当
該
養
介
青
 
 
 

鬼
毀
従
事
者
等
が
そ
の
業
務
に
従
事
し
て
い
る
董
介
護
 
 
 

施
設
又
は
農
介
護
事
業
（
当
該
養
介
莞
設
の
設
置
者
 
 
 

若
し
く
は
当
該
重
介
護
事
業
を
行
う
者
が
設
置
す
る
暮
 
 
 

介
護
施
設
又
は
こ
れ
ら
の
者
が
行
う
葉
介
惑
事
業
を
含
 
 
 

む
J
に
お
い
て
業
務
に
従
事
す
る
養
介
護
施
設
従
事
者
 
 
 

等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
と
思
わ
れ
る
高
齢
者
 
 
 

苛
発
見
し
た
場
合
は
、
速
や
か
に
、
こ
れ
一
を
市
町
村
に
 
 
 

通
報
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

2
 
前
項
に
定
め
る
場
合
の
ほ
か
、
養
介
護
施
設
従
事
者
 
 
 

等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
と
思
わ
れ
る
高
齢
者
 
 
 

を
発
見
し
た
者
は
、
当
該
高
齢
者
の
生
命
又
は
身
体
に
 
 
 

重
大
な
危
険
が
生
じ
て
い
る
場
合
は
、
速
や
か
に
、
こ
 
 
 

れ
を
市
町
村
に
通
報
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

3
 
前
二
項
に
定
め
る
場
合
の
ほ
か
、
蓑
介
護
施
設
従
事
 
 
 

者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
と
思
わ
れ
る
高
齢
 
 
 

者
を
発
見
し
た
者
は
、
速
や
か
に
、
こ
れ
を
市
町
村
に
 
 
 

通
報
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

4
 
養
介
護
施
設
従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
を
受
け
 
 
 

た
高
齢
者
は
、
そ
の
旨
を
市
町
村
に
届
け
出
る
こ
と
が
 
 
 

で
き
る
。
 
 

5
 
第
十
八
条
の
規
定
は
、
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
 
 
 

規
定
に
よ
る
通
報
又
は
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
わ
受
 
 
 

理
に
関
す
る
事
務
を
担
当
す
る
部
局
の
周
知
に
つ
い
て
 
 
 

準
用
す
る
。
 
 

6
 
刑
法
の
秘
密
漏
示
罪
の
規
定
そ
の
他
の
守
秘
義
務
に
 
 
 

関
す
る
法
律
の
規
定
は
、
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
 
 
 

規
定
に
よ
る
通
報
（
虚
偽
で
あ
る
も
の
及
び
過
失
に
よ
 
 
 

る
も
の
を
除
く
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
d
）
を
す
る
こ
と
 
 
 

を
妨
げ
る
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。
 
 

7
 
葦
介
護
施
設
従
事
者
等
は
、
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
 
 
 

で
の
規
定
に
よ
る
通
報
を
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
 
 
 

解
雇
そ
の
他
不
利
益
な
取
扱
い
を
受
け
な
い
。
 
 

第
二
十
二
条
 
市
町
村
は
、
前
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
 
 
 

で
の
規
定
に
よ
る
通
報
又
は
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
 
 
 

る
届
出
を
受
け
た
と
き
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
 
 
 

と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
通
報
又
は
届
出
に
係
る
重
介
護
 
 
 

施
設
従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
に
関
す
る
事
項
 
 
 

を
、
当
該
墓
介
護
施
設
従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
 
 
 

に
係
る
巻
介
護
施
設
又
は
当
該
益
介
護
施
設
従
事
者
等
 
 
 

に
よ
る
高
齢
者
虐
待
に
係
る
養
介
護
事
業
の
事
業
所
の
 
 
 

所
在
地
の
都
道
府
県
に
報
告
し
な
け
れ
ぼ
な
ら
な
い
。
 
 

2
 
前
項
の
規
定
は
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
 
 
 

律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
五
十
二
条
の
十
九
笛
〓
項
の
 
 
 

指
定
都
市
及
び
同
法
第
二
百
五
十
〓
条
の
二
十
二
宕
二
 
 
 

項
の
中
核
市
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
 
 
 

場
合
を
除
き
、
適
用
し
な
い
。
 
 

第
二
十
三
条
 
市
町
村
が
第
二
十
一
条
第
一
項
か
ら
第
三
 
 
 

項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
通
報
又
は
同
条
第
四
項
の
規
定
 
 
 

に
よ
る
届
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
通
報
 
 
 

又
は
届
出
を
受
け
た
市
町
村
の
職
員
は
、
そ
の
職
務
上
 
 
 

知
り
得
た
事
項
で
あ
っ
て
当
該
通
報
又
は
届
出
を
し
た
 
 
 

者
を
特
定
富
せ
る
も
の
を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。
都
 
 
 

道
府
県
が
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
受
け
た
 
 
 

場
合
に
お
け
る
当
該
報
告
を
受
け
た
都
道
府
県
の
職
員
 
 
 

に
つ
い
て
も
、
同
様
と
す
る
。
 
 
 

（
通
報
等
を
受
け
た
場
合
の
措
置
）
 
 

第
〓
十
四
条
 
市
町
村
が
第
二
十
一
条
第
一
項
か
ら
第
三
 
 
 

項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
通
報
若
し
く
は
同
条
第
四
項
の
 
 
 

規
定
に
よ
る
届
出
を
受
け
、
又
は
都
道
府
県
が
第
二
十
 
 
 

二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
璧
ロ
を
受
け
た
と
き
は
、
 
 
 

市
町
村
長
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
董
介
護
施
設
の
業
 
 
 

務
又
は
宜
介
諸
事
業
の
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る
こ
と
 
 
 

に
よ
り
、
当
該
通
報
又
は
届
出
に
係
る
高
齢
者
に
対
す
 
 
 

る
毒
介
護
態
設
従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
防
止
 
 
 

及
び
当
該
高
齢
者
の
保
護
を
図
る
た
め
、
老
人
福
祉
法
 
 
 

又
は
介
護
保
険
法
の
規
定
に
よ
る
権
限
を
適
切
に
行
使
 
 
 

す
る
も
の
と
す
る
。
 
 
 

（
公
表
）
 
 

第
二
十
五
条
 
都
道
府
県
知
事
は
、
毎
年
度
、
糞
介
穣
施
 
 
 

設
従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
の
状
況
、
養
介
護
施
 
 
 

設
従
事
者
等
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
が
あ
っ
た
場
合
に
 
 
 

と
っ
た
措
置
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
を
 
 
 

公
嘉
す
る
も
の
と
す
る
。
 
 

東
田
章
 
雑
則
 
 
 

（
調
査
研
究
）
 
 

第
二
十
六
条
 
国
は
、
高
齢
者
虐
待
の
事
例
の
分
析
を
行
 
 
 

う
と
と
も
に
、
高
齢
者
虐
待
が
あ
っ
た
場
合
の
遺
跡
な
 
 
 

対
応
方
法
、
高
齢
者
に
対
す
る
適
切
な
暮
春
の
方
法
そ
 
 
 

の
他
の
高
齢
者
虐
待
の
防
止
、
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
 
 
 

高
齢
者
の
保
護
及
び
養
護
者
に
対
す
る
支
援
に
資
す
る
 
 
 

事
項
に
つ
い
て
調
査
及
び
研
究
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 
 

（
財
産
上
の
不
当
取
引
に
よ
る
被
害
の
防
止
等
）
 
 

第
二
十
七
条
 
市
町
村
は
、
養
護
者
、
高
齢
者
の
親
族
又
 
 
 

は
孝
介
諸
施
設
従
事
者
等
以
外
の
老
が
不
当
に
財
産
上
 
 
 

の
利
益
を
得
る
目
的
で
高
齢
者
と
行
う
取
引
（
以
下
「
財
 
 
 

産
上
の
不
当
取
引
」
と
い
う
。
）
に
よ
る
高
齢
者
の
被
害
 
 
 

に
つ
い
て
、
相
談
に
応
じ
、
若
し
く
は
消
費
生
活
に
関
 
 
 

す
る
業
務
を
担
当
す
る
部
局
そ
の
他
の
関
係
機
関
を
紹
 
 
 

介
し
、
又
は
高
齢
者
虐
待
対
応
協
力
者
に
、
財
産
上
の
 
 
 

不
当
取
引
に
よ
る
高
齢
者
の
被
害
に
係
る
相
談
若
し
く
 
 
 

は
関
係
機
関
わ
紹
介
の
実
施
を
委
託
す
る
も
の
と
す
 
 
 

る
。
 
 

2
 
市
町
村
長
は
、
財
産
上
の
不
当
取
引
の
被
害
を
受
け
、
 
 
 

又
は
受
け
る
お
そ
れ
の
あ
る
高
齢
者
に
つ
い
て
、
適
切
 
 
 

に
、
老
人
等
祉
法
第
三
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
審
判
の
 
 
 

請
求
を
す
る
も
の
と
す
る
。
 
 
 

（
成
年
後
見
制
度
の
利
用
促
進
）
 
 

第
二
十
八
粂
 
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
高
齢
者
虐
待
 
 
 

の
防
止
及
び
高
齢
者
虐
待
を
受
け
た
高
齢
者
の
保
護
並
 
 
 

び
に
財
産
上
の
不
当
取
引
に
よ
る
高
齢
者
の
被
害
の
防
 
 
 

止
及
び
救
済
を
図
る
た
め
、
成
年
後
見
制
度
の
周
知
の
 
 
 

た
め
の
措
置
、
成
年
後
見
制
度
の
利
用
に
係
る
経
済
的
 
 
 

負
担
の
軽
減
の
た
め
の
措
置
等
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
 
 
 

り
、
成
年
後
見
制
度
が
広
く
利
用
さ
れ
る
よ
う
に
し
な
 
 
 

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 
 

第
五
章
 
罰
則
 
 

第
二
十
九
条
 
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
違
反
し
た
者
 
 
 

は
、
一
年
以
下
の
懲
役
又
は
百
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
 
 
 

す
る
。
 
 

夢
二
十
条
 
正
当
な
理
由
が
な
く
、
第
十
一
条
第
一
項
の
 
 
 

規
定
に
よ
る
立
入
調
査
を
拒
み
、
妨
げ
、
若
し
く
は
忌
 
 
 

避
し
、
又
は
同
項
の
壊
定
に
よ
る
賞
間
に
対
し
て
答
弁
 
 
 

を
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
答
弁
を
し
、
若
し
く
は
高
 
 
 

齢
者
に
答
弁
を
さ
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
答
弁
を
さ
 
 
 

せ
た
者
は
、
三
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。
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附
 
則
 
 
 

（
施
行
期
日
）
 
 
 

こ
の
法
律
は
、
平
成
十
八
年
四
月
〓
臼
か
ら
施
行
す
 
 

る
。
 
 

（
検
討
）
 
 
 

高
齢
者
以
外
の
者
で
あ
っ
て
精
神
上
又
は
身
体
上
の
 
 

理
由
に
よ
り
養
護
を
必
要
と
す
る
も
の
に
対
す
る
虐
待
 
 

の
防
止
等
の
た
め
の
制
度
に
つ
い
て
は
、
速
や
か
に
検
 
 

討
が
加
え
ら
れ
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
 
 

が
講
ぜ
ら
れ
る
も
の
と
す
る
。
 
 
 

高
齢
者
虐
待
の
防
止
、
葦
護
者
に
対
す
る
支
援
等
の
 
 

た
め
の
制
度
に
つ
い
て
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
三
年
 
 

を
目
途
と
し
て
、
こ
の
法
律
の
施
行
状
況
等
を
勘
案
し
、
 
 

検
討
が
加
え
ら
れ
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
 
 

置
が
試
ぜ
ら
れ
る
も
の
と
す
る
。
 
 

法
務
大
臣
 
杉
浦
 
正
健
 
 

厚
生
労
働
大
臣
 
川
崎
 
二
郎
 
 

内
閣
総
理
大
臣
 
小
泉
純
一
郎
 
 
 



別添2   

0 介護保険法（平成九年十二月十七日法律第百二十三号）   

（地域支援事業）  

第百十五条の三十八 市町村は、被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、   

要介護状態等となった場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を   

営むことができるよう支援するため、地域支援事業として、次に掲げる事業を行うもの   

とする。   

－ 被保険者（第一号被保険者に限る。）の要介護状態等となることの予防又は要介護   

状態等の軽減若しくは悪化の防止のため必要な事業（介護予防サービス事業及び地域   

密着型介護予防サービス事業を除く。）   

二 被保険者が要介護状態等となることを予防するため、その心身の状況、その置かれ   

ている環境その他の状況に応じて、その選択に基づき、前号に掲げる事業その他の適   

切な事業が包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行う事業   

三 被保険者の心身の状況、その居宅における生活の実態その他の必要な実情の把握、   

保健医療、公衆衛生、社会福祉その他の関連施策に関する総合的な情報の提供、関係   

機関との連絡網整その他の被保険者の保健医療の向上及び福祉の増進を図るための総  

合的な支援を行う事業   

嬰∴被保険者に対する虐待の防止及嘩準   

郵擁護のため必要な援助を行う事業   

五 保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による被保険者の居宅サービス計  

画及び施設サービス計画の検証、その心身の状況、介護給付等対象サービスの利用状  

況その他の状況に関する定期的な協議その他の取組を通じ、当該被保険者が地域にお  

いて自立した日常生活を営むことができるよう、包括的かつ継続的な支援を行う事業  

2 市町村は、前項各号に掲げる事業のほか、地域支援事業として、次に掲げる事業を行   

うことができる。   

一 介護給付等に要する費用の適正化のための事業   

二 介護方法の指導その他の要介護被保険者を現に介護する者の支援のため必要な事業   

三 その他介護保険事業の運営の安定化及び被保険者の地域における自立した日常生活  

の支援のため必要な事業  

3 地域支援事業は、当該市町村における介護予防に関する事業の実施状況、介護保険の   

運営の状況その他の状況を勘案して政令で定める額の範囲内で行うものとする。  

4 市町村は、地域支援事業の利用者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、利用   

料を請求することができる。  

5 厚生労働大臣は、第一項第一号の規定により市町村が行う事業に関して、その適切か   

つ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。  

6 前各項に規定するもののほか、地域支援事業の実施に関し必要な事項は、政令で定め   

る。  

（地域包括支援センター）  

第百十五条の三十九 地域包括支援センターは、前条第一項第二号から農重畳までに掲げ  
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ノ   

皇軍嘩⊥   

地域住民の心身の嘩康の保持及び生野こより、そ   

め保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する却  

2 市町村は、地域包括支援センターを設置することができる。  

3 次粂第一項の委託を受けた者は、包括的支援事業その他第一項の厚生労働省令で定め   

る事業を実施するため、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省   

令で定める事項を市町村長に届け出て、地域包括支援センターを設置することができる。  

4 地域包括支援センターの設置者は、包括的支援事業を実施するために必要なものとし   

て厚生労働省令で定める基準を遵守しなければならない。  

5 地域包括支援センターの設置者（設置者が法人である場合にあっては、その役員）若   

しくはその職員又はこれらの職にあった者は、正当な理由なしに、その業務に関して知   

り得た秘密を漏らしてはならない。  

6 第六十九条の十四の規定は、地域包括支援センターについて準用する。この場合にお   

いて、同条の規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。  

7 前各項に規定するもののほか、地域包括支援センターに関し必要な事項は、政令で定   

める。  

（実施の委託）  

第百十五条の四十 市町村は、老人福祉法第二十条の七の二第一項に規定する老人介護支   

援センターの設置者そ甲他の厚生労働省令で定める者に対し、包括的支援事業の実施を   

委託することができる。  

2 前項の規定による委託は、包括的支援事業のすべてにつき一括して行わなければなら   

ない。  

3 前条第五項の規定は、第一項の委託を受けた者について準用する。  

4 市町村は、第百十五条の三十八第一項第一号及び第二項各号に掲げる事業の全部又は   

一部について、老人福祉法第二十条の七の二第一項に規定する老人介護支援センターの   

設置者その他の当該市町村が適当と認める者に対し、その実施を委託することができる。  
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別添3  

第  号   

高齢者虐待事案通報票   

年  月   日   

0 0 市（町、村）長  殿  

警察署長画  

次のとおり高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見したので、通報します。   

発見年月 日  年  月  日   

発見の経緯  

（ふりがな）  

高  名   口男 ・ ロ女  

生年月 日   年   月   日垂（  歳）  

齢  所  

者  話   （   ）  番  

職 業 等  

（ふりがな）  

養  名   □男 ・ □女  

生年月 日   年  月  日生（   歳）  

護  所  口高齢者と同じ  

□その他（  ）  

者  帯   （   ）  番  

職 業 等  

等  

関  係  口その他親族（  ）  

□その他（  ）   

虐  行為類型  D身体的虐待 □養護の著しい怠り □心理的虐待   

待  ロ性的虐待 □経済的虐待  

の  

状  

況  

参 考 事 項  二ゝ一   

担当者・連絡先  警察署  課  

電話（   ）  番 内線   
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別添4  

高齢者虐待事案通報票記載に当たっての留意事項   

1 「発見年月日」欄  

高齢者虐待事案を認知した日を記載すること。高齢者虐待とは無関係な相談とし   

て対応している過程で、高齢者虐待事案であることが判明した場合については、初   

回の相談受理日ではなく、高齢者虐待事案ではないかとの認識が警察において生じ   

た日を発見年月日とすること。  

2 「発見の経緯」欄  

通報者を秘匿する必要がある場合には、「施設関係者からの通報」等と記載する   

などにより、通報者氏名は記載しないこととして差し支えない。  

3 「高齢者」欄   

被害高齢者から聴取できない場合は、親族等から聴取するなどにより記載するこ   

と。  

4 「養護者等」欄  

加害者が養護者に当たるかどうか判明しない場合や加害者が養護者に当たらない   

親族である場合についても、「養護者等」欄に記載すること。   

配偶者には、事実上の婚姻関係にある場合を含む。同棲相手や交際相手は、配偶   
者には含まないので、これらが加害者である場合には、「口その他（）」に   

チェックし、（）内に「同棲相手」「交際相手」と記載すること。   

養介護施設従事者等による高齢者虐待（法第2条第5項第1号及び同項第2号）   

の場合は、「口その他（）」にチェックし、（）内には「介護職員」「看護師」   

「ホームヘルパー」等簡潔に記載し、加害者の所属する施設や派遣元事業者等の名   
称等については「虐待の内容」欄の記載内容の中に盛り込むこととすること。  

5 「行為類型」欄   

項数鱒沢が可能であり、該当するものすべてにチェックすること。なお、「身体   

的虐待」とは法第2条第4項第1号イに該当する行為、「養護の著しい怠り」とは   

同号ロに該当する行為、「心理的虐待」と、は同号ハに該当する行為、「性的虐待J   

とは同号こに該当する行為、「経済的虐待」とは同項第2号に該当する行為をいう。  

6 「虐待の内容」欄   

「別紙記載のとおり」と記載の上、別紙を添付することとしても差し支えない。  

7 「参考事項」間   

被害高齢者の言動、警察において講じた措置等市町村において高齢者虐待事案と   

して対処する際に参考となると思われるような事項があれば、記載すること。  

8 「担当者・連絡先」欄   

事案痕扱者（相談受理者、現場臨場者等）ではなく、市町村への通報の窓口とな   

る生活安全部門の担当者について記載すること。  
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別添5  

第  号 

高齢者虐待事案に係る援助依頼書   

年  月  日   

0 0一 撃察署長 殿  

00市（町、村）長田  

高齢者虐待の防止、高齢者の養護に対する支援等に関する法律第12条第1項   

及び同条第2項の規定により、次のとおり援助を依頼します。   

依  時   年  月   日  時  分 ～  時  分  

頼  所  

事   

項  口周辺での待機 □その他（  ）   

（ふりがな）  

高  名   □男 ・ 口女  

生年月 日   年   月  日生（  歳）  

齢  所  口上記援助依頼場所に同じ  

□その他（  ）  

者  
話   

（  ）  番  

職 業 等  
（ふりがな）  

養  名   □男   □女  

生年月 日   年  月  日生（   歳）  

護  所  口上記援助依頼場所に同じ  

□その他（  ）  

電  話   （   ）  番  

、、  

等  

関  係  □その他親族（  ）  

□その他（  ）   

虐  行為類型   ロ身体的虐待 □養護の若い、怠り □心理的虐毎   

待  □性的虐待  口経済的虐待  

の  

状  

況  

高齢者の生命親身体に重大な  

危険が生じていると認める理由  

警察の援助を必要とする理由  

担当者・連絡先   所属・役職t  l氏名‡  

電話（   ）  番 内線  
携帯電話  

番   
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